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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　偏光子の片面にのみ保護フィルムを有する片保護偏光フィルムであって、
　前記偏光子の他の片面に透明樹脂層（ただし、光硬化性化合物の硬化物からなる透明樹
脂層を除く）が設けられており、
　前記偏光子は、ポリビニルアルコール系樹脂を含有し、かつ、単体透過率Ｔ及び偏光度
Ｐによって表される光学特性が、下記式
　Ｐ＞－（１００．９２９Ｔ－４２．４－１）×１００（ただし、Ｔ＜４２．３）、又は
、
　Ｐ≧９９．９（ただし、Ｔ≧４２．３）の条件を満足するように構成されたものであり
、
　かつ、偏光子の厚みをＸ（μｍ）、透明樹脂層の厚さをＹ（μｍ）としたとき、
　Ｘ≦１２、
　０．８≦Ｙ≦１．５、
　０．１５≦（Ｙ／Ｘ）≦０．５、を満足することを特徴とする片保護偏光フィルム。
【請求項２】
　前記透明樹脂層は、８０℃における圧縮弾性率が０．１ＧＰａ以上であることを特徴と
する請求項１記載の片保護偏光フィルム。
【請求項３】
　前記透明樹脂層は、熱硬化型形成材またはポリビニルアルコール系樹脂から形成されて
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いることを特徴とする請求項１または２記載の片保護偏光フィルム。
【請求項４】
　前記偏光子と前記保護フィルムとの間に接着剤層を有することを特徴とする請求項１～
３のいずれかに記載の片保護偏光フィルム。
【請求項５】
　前記接着剤層の厚みは、０．１μｍ以上５μｍ以下であることを特徴とする請求項４記
載の片保護偏光フィルム。
【請求項６】
　前記接着剤層は、８０℃における圧縮弾性率が０．１ＧＰａ以上１０ＧＰａ以下である
ことを特徴とする請求項４または５記載の片保護偏光フィルム。
【請求項７】
　前記接着剤層は、紫外線硬化型アクリル系樹脂、紫外線硬化型エポキシ系樹脂、ウレタ
ン系樹脂またはポリビニルアルコール系樹脂から形成されていることを特徴とする請求項
４～６のいずれかに記載の片保護偏光フィルム。
【請求項８】
　前記保護フィルムは１枚であり、厚みが１０μｍ以上１００μｍ以下であることを特徴
とする請求項１～７のいずれかに記載の片保護偏光フィルム。
【請求項９】
　前記保護フィルムは２枚であり、各保護フィルムの厚みは１０μｍ以上であり、かつ保
護フィルムの総厚みは１００μｍ以下であり、各保護フィルムの間には接着剤層または粘
着剤層を有することを特徴とする請求項１～７のいずれかに記載の片保護偏光フィルム。
【請求項１０】
　前記偏光子は、偏光子全量に対してホウ酸を２５重量％以下で含有することを特徴とす
る請求項１～９のいずれかに記載の片保護偏光フィルム。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれかに記載の片保護偏光フィルム、および粘着剤層を有すること
を特徴とする粘着剤層付偏光フィルム。
【請求項１２】
　前記片保護偏光フィルムの透明樹脂層に、前記粘着剤層が設けられていることを特徴と
する請求項１１記載の粘着剤層付偏光フィルム。
【請求項１３】
　前記片保護偏光フィルムの保護フィルムに、前記粘着剤層が設けられていることを特徴
とする請求項１１記載の粘着剤層付偏光フィルム。
【請求項１４】
　前記粘着剤層の厚みは、１μｍ以上４０μｍ以下であることを特徴とする請求項１１～
１３のいずれかに記載の粘着剤層付偏光フィルム。
【請求項１５】
　前記粘着剤層は、２３℃における貯蔵弾性率が１.０×１０４Ｐａ以上であることを特
徴とする請求項１１～１４のいずれかに記載の粘着剤層付偏光フィルム。
【請求項１６】
　前記粘着剤層にセパレータが設けられていることを特徴とする請求項１１～１５のいず
れかに記載の粘着剤層付偏光フィルム。
【請求項１７】
　巻回体であることを特徴とする請求項１６記載の粘着剤層付偏光フィルム。
【請求項１８】
　請求項１～１０のいずれかに記載の片保護偏光フィルム、または請求項１１～１５のい
ずれかに記載の粘着剤層付偏光フィルムを有する画像表示装置。
【請求項１９】
　請求項１７記載の前記粘着剤層付偏光フィルムの巻回体から繰り出され、前記セパレー
タにより搬送された前記粘着剤層付偏光フィルムを、前記粘着剤層を介して画像表示パネ
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ルの表面に連続的に貼り合せる工程を含む画像表示装置の連続製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光子の片面にのみ保護フィルムが設けられた片保護偏光フィルムおよび当
該片保護偏光フィルムと粘着剤層を有する粘着剤層付偏光フィルムに関する。前記片保護
偏光フィルムおよび粘着剤層付偏光フィルムはこれ単独で、またはこれを積層した光学フ
ィルムとして液晶表示装置（ＬＣＤ）、有機ＥＬ表示装置などの画像表示装置を形成しう
る。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置には、その画像形成方式から液晶パネル表面を形成するガラス基板の両側
に偏光フィルムを配置することが必要不可欠である。偏光フィルムは、一般的には、ポリ
ビニルアルコール系フィルムとヨウ素等の二色性材料からなる偏光子の片面または両面に
、保護フィルムをポリビニルアルコール系接着剤等により貼り合わせたものが用いられて
いる。
【０００３】
　前記偏光フィルムを液晶セル等に貼着する際には、通常、粘着剤が使用される。また、
偏光フィルムを瞬時に固定できること、偏光フィルムを固着させるのに乾燥工程を必要と
しないこと等のメリットを有することから、粘着剤は、偏光フィルムの片面に予め粘着剤
層として設けられている。即ち、偏光フィルムの貼着には粘着剤層付偏光フィルムが一般
的に用いられる。
【０００４】
　また、偏光フィルムや粘着剤層付偏光フィルムは、熱衝撃（例えば、－３０℃と８０℃
の温度条件を繰り返すヒートショック試験や１００℃の高温下試験）の過酷な環境下では
偏光子の収縮応力の変化によって、偏光子の吸収軸方向の全体にクラック（貫通クラック
）が生じやすい問題がある。即ち、粘着剤層付偏光フィルムは、前記過酷な環境下におけ
る熱衝撃による耐久性が十分ではなかった。特に、薄型化の観点から、偏光子の片面にの
み保護フィルムを設けた片保護偏光フィルムを用いた粘着剤層付偏光フィルムでは、前記
熱衝撃による耐久性が不十分であった。また、前記熱衝撃により生じる貫通クラックは、
偏光フィルムのサイズが大きくなった場合に発生しやすいものであった。
【０００５】
　前記貫通クラックの発生の抑制のために、例えば、片保護偏光フィルムに引張弾性率１
００ＭＰａ以上の保護層を設け、さらに当該保護層に粘着剤層を設けた粘着剤層付偏光フ
ィルムが提案されている（特許文献１）。また、厚さ２５μｍ以下の偏光子の片面に硬化
型樹脂組成物の硬化物からなる保護層を有し、偏光子のもう一方の片面に保護フィルムを
有し、前記保護層の外側に粘着剤層を有する粘着剤層付偏光フィルムが提案されている（
特許文献２）。前記特許文献１、２に記載の粘着剤層付偏光フィルムは、貫通クラックの
発生の抑制の点からは有効である。また、薄型化は偏光子についても行われており、例え
ば、単体透過率、偏光度の光学特性を制御した、高い配向性を示す薄型偏光子が提案され
ている（特許文献３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－００９０２７号公報
【特許文献２】特開２０１３－１６０７７５号公報
【特許文献３】特許第４７５１４８１号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
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　特許文献１、２では、偏光子の片面にのみ保護フィルムを有する片保護偏光フィルムを
用いることで薄型化を図るとともに、他方では、保護層を設けることにより、片保護偏光
フィルムを用いることにより生じる偏光子の吸収軸方向への貫通クラックの発生を抑えて
いる。
【０００８】
　一方、薄型化は偏光子についても行われている。偏光フィルムまたは粘着剤層付偏光フ
ィルムに用いる偏光子を薄くした場合には、偏光子の収縮応力の変化が小さくなる。その
ため、薄型化した偏光子によれば、前記貫通クラックの発生を抑制することができること
が分かった。
【０００９】
　しかし、前記貫通クラックの発生が抑制された片保護偏光フィルムまたはそれを用いた
粘着剤層付偏光フィルムにおいて、特許文献３のように光学特性を制御し、かつ偏光子を
薄くした場合（例えば、厚み１０μｍ以下にした場合）には、片保護偏光フィルムまたは
それを用いた粘着剤層付偏光フィルムに機械衝撃が負荷されたとき（偏光子側に凸折れに
よる負荷がかかる場合を含む）に、偏光子の吸収軸方向に部分的に極細のスリット（以下
、ナノスリットともいう）が発生することが分かった。前記ナノスリットは、偏光フィル
ムのサイズに無関係に生じることも分かった。さらには、前記ナノスリットは、偏光子の
両面に保護フィルムを有する両保護偏光フィルムを用いた場合には生じないことも分かっ
た。また、偏光子に貫通クラックが生じた場合には、貫通クラックの周辺の応力が解放さ
れるため、貫通クラックは隣接して生じることはないが、ナノスリットは単独で生じる他
に、隣接して生じることが分かった。また、貫通クラックは、クラックが生じた偏光子の
吸収軸方向に伸びる進行性を有しているが、ナノスリットは前記進行性のないことも分か
った。このように、前記ナノスリットは、貫通クラックの発生が抑制された片保護偏光フ
ィルムにおいて、偏光子を薄く、かつ、光学特性を所定の範囲に制御した場合に生じる新
たな課題であり、従来知られていた前記貫通クラックとは異なる現象により生じる課題で
あることが分かった。
【００１０】
　また、前記ナノスリットは極細であるため、通常の環境下では検出できない。従って、
仮に、偏光子にナノスリットが発生していたとしても、片保護偏光フィルムおよびそれを
用いた粘着剤層付偏光フィルムの光抜けによる欠陥を確認することは一見したのみでは困
難である。すなわち、通常、片保護偏光フィルムは長尺フィルム状に作製され、自動的光
学検査にて欠陥検査されるが、この欠陥検査でナノスリットを欠陥として検出することが
困難である。前記ナノスリットによる欠陥は、片保護偏光フィルムまたは粘着剤層付偏光
フィルムが画像表示パネルのガラス基板等に貼り合わされたうえで加熱環境下におかれた
場合に、ナノスリットが幅方向に広がることで検出可能（例えば、前記光抜けの有無）に
なることも分かった。
【００１１】
　よって、薄型偏光子を用いた片保護偏光フィルムまたはそれを用いた粘着剤層付偏光フ
ィルムにおいては、貫通クラックだけでなく、ナノスリットによる欠陥も抑制しておくこ
とが望まれる。さらには片保護偏光フィルムまたはそれを用いた粘着剤層付偏光フィルム
においては、両側に保護フィルムを有する両保護構成の偏光フィルムと比較して薄いため
取り扱い時に偏光フィルムに折れや破断が発生しやすい。そのため、取り扱い時には、偏
光フィルムまたはそれを用いた粘着剤層付偏光フィルムがカールしていないことが望まれ
る。また、片保護偏光フィルムに固化または硬化によって保護層を設けた保護層付き片保
護偏光フィルムにおいては、保護層の形成時に、保護層を形成する材料の収縮が起こり偏
光子と保護層との間に応力がたまりやすく、カールが発生しやすい。そのため片保護偏光
フィルムまたはそれを用いた粘着剤層付偏光フィルムにおいては、取り扱い性の観点から
カールが発生しないことが望まれる。
【００１２】
　本発明は、薄型偏光子の片面にのみ保護フィルムを有する片保護偏光フィルムであって
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、前記偏光子が所定の光学特性を有し、かつ貫通クラックおよびナノスリットによる欠陥
およびカールの発生を抑制することができる片保護偏光フィルムを提供することを目的と
する。また、本発明は、前記片保護偏光フィルムと粘着剤層を有する粘着剤層付偏光フィ
ルムを提供することを目的とする。
【００１３】
　また本発明は、前記片保護偏光フィルムまたは前記粘着剤層付偏光フィルムを有する画
像表示装置、さらにはその連続製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本願発明者らは、鋭意検討の結果、下記の片保護偏光フィルム、粘着剤層付偏光フィル
ム等により上記課題を解決し得ることを見出し、本発明に至った。
【００１５】
　即ち本発明は、偏光子の片面にのみ保護フィルムを有する片保護偏光フィルムであって
、
　前記偏光子は、ポリビニルアルコール系樹脂を含有し、かつ、単体透過率Ｔ及び偏光度
Ｐによって表される光学特性が、下記式
　Ｐ＞－（１００．９２９Ｔ－４２．４－１）×１００（ただし、Ｔ＜４２．３）、又は
、
　Ｐ≧９９．９（ただし、Ｔ≧４２．３）の条件を満足するように構成されたものであり
、
　かつ、偏光子の厚みをＸ（μｍ）、透明樹脂層の厚さをＹ（μｍ）としたとき、
　Ｘ≦１２、
　Ｙ≦１５、
　０．１５≦（Ｙ／Ｘ）≦３、を満足することを特徴とする片保護偏光フィルム、に関す
る。
【００１６】
　前記片保護偏光フィルムにおいて、前記透明樹脂層は、８０℃における圧縮弾性率が０
．１ＧＰａ以上であることが好ましい。
【００１７】
　前記片保護偏光フィルムにおいて、前記透明樹脂層は、紫外線硬化型アクリル系樹脂、
紫外線硬化型エポキシ系樹脂、ウレタン系樹脂またはポリビニルアルコール系樹脂から形
成されていることが好ましい。
【００１８】
　前記片保護偏光フィルムにおいて、前記偏光子と前記保護フィルムとの間に接着剤層を
有することが好ましい。前記接着剤層の厚みは、０．１μｍ以上５μｍ以下であることが
好ましい。また、前記接着剤層は、８０℃における圧縮弾性率が０．１ＧＰａ以上１０Ｇ
Ｐａ以下であることが好ましい。また、前記接着剤層は、紫外線硬化型アクリル系樹脂、
紫外線硬化型エポキシ系樹脂、ウレタン系樹脂またはポリビニルアルコール系樹脂から形
成されていることが好ましい。
【００１９】
　前記片保護偏光フィルムにおいて、前記保護フィルムが１枚の場合には、保護フィルム
の厚みは１０μｍ以上１００μｍ以下であることが好ましい。
【００２０】
　前記片保護偏光フィルムにおいて、前記保護フィルムが２枚である場合には、各保護フ
ィルムの厚みは１０μｍ以上であり、かつ保護フィルムの総厚みは１００μｍ以下であり
、各保護フィルムの間には接着剤層または粘着剤層を有するが好ましい。
【００２１】
　前記片保護偏光フィルムにおいて、前記偏光子は、偏光子全量に対してホウ酸を２５重
量％以下で含有することが好ましい。
【００２２】
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　また本発明は、前記片保護偏光フィルム、および粘着剤層を有することを特徴とする粘
着剤層付偏光フィルム、に関する。
【００２３】
　前記粘着剤層付偏光フィルムにおいて、前記粘着剤層の厚みは、１μｍ以上４０μｍ以
下であることが好ましい。また前記粘着剤層は、２３℃における貯蔵弾性率が１.０×１
０４Ｐａ以上であることが好ましい。
【００２４】
　前記粘着剤層付偏光フィルムは、前記片保護偏光フィルムの透明樹脂層に、前記粘着剤
層が設けられている態様で用いることできる。また、前記粘着剤層付偏光フィルムは、前
記片保護偏光フィルムの保護フィルムに、前記粘着剤層が設けられている態様で用いるこ
とができる。また、前記粘着剤層付偏光フィルムの粘着剤層にはセパレータを設けること
ができる。セパレータが設けられた粘着剤層付偏光フィルムは巻回体として用いることが
できる。
【００２５】
　また本発明は、前記片保護偏光フィルム、または前記粘着剤層付偏光フィルムを有する
画像表示装置、に関する。
【００２６】
　また本発明は、前記粘着剤層付偏光フィルムの巻回体から繰り出され、前記セパレータ
により搬送された前記粘着剤層付偏光フィルムを、前記粘着剤層を介して画像表示パネル
の表面に連続的に貼り合せる工程を含む画像表示装置の連続製造方法、に関する。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明の片保護偏光フィルムおよび粘着剤層付偏光フィルムは、厚み１２μｍ以下の偏
光子を用いており、薄型化されている。また、前記厚み１２μｍ以下の薄型の偏光子は、
偏光子の厚みが大きい場合に比べて、熱衝撃により偏光子に加わる収縮応力の変化が小さ
いため、貫通クラックの発生を抑制することができる。
【００２８】
　一方、所定の光学特性を有する薄型の偏光子は、偏光子にナノスリットが発生しやすく
なる。ナノスリットは、片保護偏光フィルムの製造工程、片保護偏光フィルムに粘着剤層
を設ける粘着剤層付偏光フィルムの製造工程、粘着剤層付偏光フィルムを製造した後の各
種工程において、前記片保護偏光フィルムまたはそれを用いた粘着剤層付偏光フィルムに
対して機械衝撃が負荷されたときに生じると考えられ、熱衝撃により生じる貫通クラック
とは異なるメカニズムにより生じると想定される。また、前記ナノスリットによる欠陥は
、片保護偏光フィルムまたは粘着剤層付偏光フィルムが画像表示パネルのガラス基板等に
貼り合わされたうえで加熱環境下におかれた場合に、ナノスリットが幅方向に広がること
で検出可能（例えば、前記光抜けの有無）になる。
【００２９】
　本発明の片保護偏光フィルムおよび粘着剤層付偏光フィルムでは、偏光子の他の片面（
保護フィルムを有しない面）に、透明樹脂層を設けることで、仮に、透明樹脂層を設ける
前の片保護偏光フィルムの状態の偏光子に前記ナノスリットが発生した場合にも、ナノス
リットの幅方向への広がりによる欠陥の発生を抑えることができる。特に、８０℃におけ
る圧縮弾性率が０．１ＧＰａ以上の透明樹脂層は有効である。
【００３０】
　以上のように、本発明の片保護偏光フィルムおよびそれを用いた粘着剤層付偏光フィル
ムは、透明樹脂層を有することで、薄型化を満足しながら、かつ、偏光子に生じる貫通ク
ラックおよびナノスリットによる欠陥を抑制することができる。
【００３１】
　また、本発明の片保護偏光フィルムおよび粘着剤層付偏光フィルムでは、薄型の偏光子
の厚みＸ（μｍ）と、透明樹脂層の厚さをＹ（μｍ）は、Ｘ≦１２、Ｙ≦１５、０．１５
≦（Ｙ／Ｘ）≦３、を満足するように設計されており、偏光子に生じる貫通クラックおよ
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びナノスリットによる欠陥を抑制することができる透明樹脂層を設けているにも拘わらず
、カールの発生を抑えることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明の片保護偏光フィルムの概略断面図の一例である。
【図２】本発明の粘着剤層付偏光フィルムの概略断面図の一例である。
【図３】偏光子に生じるナノスリットと貫通クラックを対比する概念図の一例である。
【図４】ナノスリットの発生の有無と、ナノスリットが発生した場合に、透明樹脂層の有
無によって加熱によるナノスリットの拡張が相違することを示す片保護偏光フィルムの断
面図の写真の一例である。
【図５】実施例および比較例のナノスリットに係る評価項目を説明する概略図である。
【図６】実施例および比較例の評価に係るナノスリットにより生じるクラックを示す写真
の一例である。
【図７】実施例および比較例の評価に係る貫通クラックの進行を示す写真の一例である。
【図８】画像表示装置の連続製造システムの概略断面図の一例である。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
　以下に本発明の片保護偏光フィルム１１および粘着剤層付偏光フィルム１２を、図１、
２を参照しながら説明する。片保護偏光フィルム１０（透明樹脂層３のない場合）は、例
えば、図１（Ａ）に示すように、偏光子１の片面にのみ保護フィルム２を有する。偏光子
１と保護フィルム２とは接着剤層２ａ（その他、粘着剤層、下塗り層（プライマー層）な
どの介在層）を介して積層されている。また図示していないが、片保護偏光フィルム１０
は、保護フィルム２に易接着層を設けたり活性化処理を施したりして、当該易接着層と接
着剤層を積層することができる。本発明の片保護偏光フィルム１１（透明樹脂層３付）は
、図１に示すように、片保護偏光フィルム１０において、前記偏光子１の他の片面（保護
フィルム２を有しない面）に、透明樹脂層３が（直接）設けられている。また、図１（Ｂ
）に示すように、保護フィルム２を複数設けることができる。図１（Ｂ）では、保護フィ
ルム２、２´の２枚が設けられている片保護偏光フィルム（透明樹脂層付）１１´が示さ
れている。保護フィルム２と保護フィルム２´とは接着剤層２ａ（その他、粘着剤層、下
塗り層（プライマー層）などの介在層）により積層することができる。
【００３４】
　前記のように、偏光子の厚みをＸ（μｍ）と、透明樹脂層の厚さＹ（μｍ）は、Ｘ≦１
２、Ｙ≦１５、０．１５≦（Ｙ／Ｘ）≦３、を満足するように設計されている。偏光子に
生じるナノスリットによる欠陥を抑制する観点からすれば、前記値（Ｙ／Ｘ）は０．２４
以上であるのが好ましい。一方、カール抑制の観点からすれば、前記値（Ｙ／Ｘ）は０．
８以下であるのが好ましく、さらには０．５以下であるのが好ましい。前記値（Ｙ／Ｘ）
は、０．２４≦（Ｙ／Ｘ）≦０．８、であるのが好ましく、さらには０．２４≦（Ｙ／Ｘ
）≦０．５、であるのが好ましい。
【００３５】
　また、本発明の粘着剤層付偏光フィルム１２は、図２に示すように、片保護偏光フィル
ム（透明樹脂層付）１１と、粘着剤層４を有する。粘着剤層４は、図２（Ａ）では透明樹
脂層３の側に、図２（Ｂ）では保護フィルム２の側に設けられている。なお、本発明の粘
着剤層付偏光フィルム１２の粘着剤層４にはセパレータ５を設けることができ、その反対
側には、表面保護フィルム６を設けることができる。図２の粘着剤層付偏光フィルム１２
では、セパレータ５および表面保護フィルム６がいずれも設けられている場合が示されて
いる。少なくともセパレータ５を有する粘着剤層付偏光フィルム１２（さらには、表面保
護フィルム６を有するもの）は巻回体として用いることができ、後述するように、例えば
、巻回体から繰り出され、セパレータ５により搬送された粘着剤層付偏光フィルム１２を
、粘着剤層４を介して画像表示パネルの表面に貼り合せる方式（以下、「ロール・トゥ・
パネル方式」ともいう。代表的には、特許第４４０６０４３号明細書）への適用に有利で
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ある。粘着剤層付偏光フィルムとしては、貼り合せ後の表示パネルの反り抑制、ナノスリ
ットの発生抑制等の観点から、図２（Ａ）に記載の態様が好ましい。表面保護フィルム６
は、片保護偏光フィルム１０、片保護偏光フィルム（透明樹脂層付）１１に設けることが
できる。なお、図２では、図１（Ａ）の片保護偏光フィルム（透明樹脂層付）１１を用い
た場合が例示されているが、図１（Ｂ）の片保護偏光フィルム（透明樹脂層付）１１´を
用いることもできる。
【００３６】
　図３は、偏光子に生じるナノスリットａと貫通クラックｂを対比する概念図である。図
３（Ａ）には、偏光子１に生じるナノスリットａが、図３（Ｂ）には、偏光子１に生じる
貫通クラックｂが示されている。ナノスリットａは、機械衝撃により発生し、偏光子１の
吸収軸方向に部分的に発生する、ナノスリットａは、発生した当初は確認できないが、熱
環境下（例えば、８０℃や６０℃，９０％ＲＨ）において、幅方向への広がりによって確
認することができる。一方、ナノスリットａは偏光子の吸収軸方向に伸びる進行性は有し
ないと考えられる。また、前記ナノスリットａは、偏光フィルムのサイズに無関係に生じ
ると考えられる。ナノスリットａは単独で生じる他に、隣接して生じることもある。一方
、貫通クラックｂは、熱衝撃（例えば、ヒートショック試験）により生じる。貫通クラッ
クは、クラックが生じた偏光子の吸収軸方向に伸びる進行性を有している。貫通クラック
ｂが発生した場合には周辺の応力が解放されるため、貫通クラックは隣接して生じること
はない。
【００３７】
　図４は、偏光子に生じるナノスリットａの発生と拡張、修復に係る片保護偏光フィルム
１０または透明樹脂層付の片保護偏光フィルム１１の断面図の写真の一例である。図４（
Ａ）は、偏光子１の片面にのみ接着剤層２ａを介して保護フィルム２を有する片保護偏光
フィルム１０であり、ナノスリットは発生していない場合の一例である。図４（Ｂ）は、
片保護偏光フィルム１０にナノスリットａが発生している場合の一例である。図４（Ａ）
、（Ｂ）はいずれも、加熱前である。また、図４（Ｃ）は、ナノスリットａが発生してい
る片保護偏光フィルム１０を加熱した後の断面図の写真の一例である。図４（Ｃ）では、
加熱により偏光子１のナノスリットａが拡張していることが分かる。一方、図４（Ｄ）は
、ナノスリットａが発生した片保護偏光フィルム１０に、透明樹脂層３を形成した透明樹
脂層付の片保護偏光フィルム１１の断面図の写真の一例である。図４（Ｄ）では、偏光子
１に生じたナノスリットａは透明樹脂層３により修復（ａ´）されていることが分かる。
また、図４（Ｅ）は、透明樹脂層３形成した透明樹脂層付の片保護偏光フィルム１１を加
熱した後の断面図の写真の一例である。図４（Ｅ）では、加熱後に、修復（ａ´）された
ナノスリットの拡張のないことが分かる。図４は、サンプルの吸収軸方向に対して垂直に
クロスセッションポリッシャーやミクロトームにて断面切削し、走査型電子顕微鏡にて観
察を行った。
【００３８】
　＜偏光子＞
　本発明では、厚み１２μｍ以下の偏光子を用いる。偏光子の厚みは薄型化および貫通ク
ラックの発生を抑える観点から１０μｍ以下であるのが好ましく、さらには８μｍ以下で
あるのが好ましく、さらには７μｍ以下、さらには６μｍ以下であるのが好ましい。一方
、偏光子の厚みは２μｍ以上、さらには３μｍ以上であるのが好ましい。このような薄型
の偏光子は、厚みムラが少なく、視認性が優れており、また寸法変化が少ないため熱衝撃
に対する耐久性に優れる。
【００３９】
　偏光子は、ポリビニルアルコール系樹脂を用いたものが使用される。偏光子としては、
例えば、ポリビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フ
ィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルム
に、ヨウ素や二色性染料の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコ
ールの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げら
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れる。これらの中でも、ポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質から
なる偏光子が好適である。
【００４０】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、例えば、ポ
リビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍に
延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等を含
んでいても良いし、ヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必要に
応じて染色前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビ
ニルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れ
やブロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系フィルム
を膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色
した後に行っても良いし、染色しながら延伸しても良いし、また延伸してからヨウ素で染
色しても良い。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液や水浴中でも延伸することができる
。
【００４１】
　偏光子はホウ酸を含有していることが延伸安定性や光学耐久性の点から好ましい。また
、偏光子に含まれるホウ酸含有量は、貫通クラックおよびナノスリットの発生抑制、拡張
抑制の観点から、偏光子全量に対して２５重量％以下であるのが好ましく、さらには２０
重量％以下であるのが好ましく、さらには１８重量％以下、さらには１６重量％以下であ
ることが好ましい。偏光子に含まれるホウ酸含有量が２０重量％を超える場合には、偏光
子の厚みを１０μｍ以下に制御した場合であっても偏光子の収縮応力が高まり貫通クラッ
クが発生しやすくなるため好ましくない。一方、偏光子の延伸安定性や光学耐久性の観点
から、偏光子全量に対するホウ酸含有量は１０重量％以上であることが好ましく、さらに
は１２重量％以上であることが好ましい。
【００４２】
　薄型の偏光子としては、代表的には、
特許第４７５１４８６号明細書、
特許第４７５１４８１号明細書、
特許第４８１５５４４号明細書、
特許第５０４８１２０号明細書、
特許第５５８７５１７号明細書、
国際公開第２０１４／０７７５９９号パンフレット、
国際公開第２０１４／０７７６３６号パンフレット、
等に記載されている薄型偏光子またはこれらに記載の製造方法から得られる薄型偏光子を
挙げることができる。
【００４３】
　前記偏光子は、単体透過率Ｔ及び偏光度Ｐによって表される光学特性が、次式
Ｐ＞－（１００．９２９Ｔ－４２．４－１）×１００（ただし、Ｔ＜４２．３）、又は、
Ｐ≧９９．９（ただし、Ｔ≧４２．３）の条件を満足するように構成されている。前記条
件を満足するように構成された偏光子は、一義的には、大型表示素子を用いた液晶テレビ
用のディスプレイとして求められる性能を有する。具体的にはコントラスト比１０００：
１以上かつ最大輝度５００ｃｄ／ｍ２以上である。他の用途としては、例えば有機ＥＬ表
示装置の視認側に貼り合される。
【００４４】
　一方、前記条件を満足するように構成された偏光子は、構成する高分子（例えばポリビ
ニルアルコール系分子）が高い配向性を示すため、厚み１０μｍ以下であることと相俟っ
て、偏光子の吸収軸方向に直交する方向の引張破断応力が顕著に小さくなる。その結果、
例えば、偏光フィルムの製造過程において当該引張破断応力を超える機械的衝撃に晒され
た際に、ナノスリットが偏光子の吸収軸方向に生じる可能性が極めて高い。よって、本発
明は、当該偏光子を採用した片保護偏光フィルム（またはそれを用いた粘着剤層付偏光フ
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ィルム）に特に好適である。
【００４５】
　前記薄型偏光子としては、積層体の状態で延伸する工程と染色する工程を含む製法の中
でも、高倍率に延伸できて偏光性能を向上させることのできる点で、特許第４７５１４８
６号明細書、特許第４７５１４８１号明細書、特許４８１５５４４号明細書に記載のある
ようなホウ酸水溶液中で延伸する工程を含む製法で得られるものが好ましく、特に特許第
４７５１４８１号明細書、特許４８１５５４４号明細書に記載のあるホウ酸水溶液中で延
伸する前に補助的に空中延伸する工程を含む製法により得られるものが好ましい。これら
薄型偏光子は、ポリビニルアルコール系樹脂（以下、ＰＶＡ系樹脂ともいう）層と延伸用
樹脂基材を積層体の状態で延伸する工程と染色する工程を含む製法によって得ることがで
きる。この製法であれば、ＰＶＡ系樹脂層が薄くても、延伸用樹脂基材に支持されている
ことにより延伸による破断などの不具合なく延伸することが可能となる。
【００４６】
　＜保護フィルム＞
　前記保護フィルムを構成する材料としては、透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮断
性、等方性などに優れるものが好ましい。例えば、ポリエチレンテレフタレートやポリエ
チレンナフタレートなどのポリエステル系ポリマー、ジアセチルセルロースやトリアセチ
ルセルロースなどのセルロース系ポリマー、ポリメチルメタクリレートなどのアクリル系
ポリマー、ポリスチレンやアクリロニトリル・スチレン共重合体（ＡＳ樹脂）などのスチ
レン系ポリマー、ポリカーボネート系ポリマー等が挙げられる。また、ポリエチレン、ポ
リプロピレン、シクロ系ないしはノルボルネン構造を有するポリオレフィン、エチレン・
プロピレン共重合体の如きポリオレフィン系ポリマー、塩化ビニル系ポリマー、ナイロン
や芳香族ポリアミドなどのアミド系ポリマー、イミド系ポリマー、スルホン系ポリマー、
ポリエーテルスルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン系ポリマー、ポリフェニ
レンスルフィド系ポリマー、ビニルアルコール系ポリマー、塩化ビニリデン系ポリマー、
ビニルブチラール系ポリマー、アリレート系ポリマー、ポリオキシメチレン系ポリマー、
エポキシ系ポリマー、または上記ポリマーのブレンド物なども上記保護フィルムを形成す
るポリマーの例として挙げられる。
【００４７】
　なお、保護フィルム中には任意の適切な添加剤が１種類以上含まれていてもよい。添加
剤としては、例えば、紫外線吸収剤、酸化防止剤、滑剤、可塑剤、離型剤、着色防止剤、
難燃剤、核剤、帯電防止剤、顔料、着色剤などがあげられる。保護フィルム中の上記熱可
塑性樹脂の含有量は、好ましくは５０～１００重量％、より好ましくは５０～９９重量％
、さらに好ましくは６０～９８重量％、特に好ましくは７０～９７重量％である。保護フ
ィルム中の上記熱可塑性樹脂の含有量が５０重量％以下の場合、熱可塑性樹脂が本来有す
る高透明性等が十分に発現できないおそれがある。
【００４８】
　前記保護フィルムとしては、位相差フィルム、輝度向上フィルム、拡散フィルム等も用
いることができる。位相差フィルムとしては、正面位相差が４０ｎｍ以上および／または
、厚み方向位相差が８０ｎｍ以上の位相差を有するものが挙げられる。正面位相差は、通
常、４０～２００ｎｍの範囲に、厚み方向位相差は、通常、８０～３００ｎｍの範囲に制
御される。保護フィルムとして位相差フィルムを用いる場合には、当該位相差フィルムが
偏光子保護フィルムとしても機能するため、薄型化を図ることができる。
【００４９】
　位相差フィルムとしては、熱可塑性樹脂フィルムを一軸または二軸延伸処理してなる複
屈折性フィルムが挙げられる。上記延伸の温度、延伸倍率等は、位相差値、フィルムの材
料、厚みにより適宜に設定される。
【００５０】
　保護フィルムの厚さは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等の作業性、薄層
性などの点より１～５００μｍ程度である。特に１～３００μｍが好ましく、５～２００
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μｍがより好ましい。特に、保護フィルムが１枚の場合には、薄型化の観点から厚みは１
００μｍ以下が好ましく、さらには８０μｍ以下、さらには６０μｍ以下であることが好
ましい。また、偏光フィルムを折れや破断から保護する観点から１０μｍ以上が好ましく
、さらには２０μｍ以上が好ましい。また、保護フィルムの厚みをＶ（μｍ）とした場合
には、偏光子の厚みＸ（μｍ）、透明樹脂層の厚さＹ（μｍ）との関係において、偏光フ
ィルムに機械的応力が加わった際に偏光子が折れるのを抑制する観点から、４Ｘ≦（Ｙ＋
Ｖ）を満足することが好ましく、さらには、５Ｘ≦（Ｙ＋Ｖ）、を満足することが好まし
い。
【００５１】
　また、前記保護フィルムは２枚用いることができる。２枚の保護フィルムは、偏光フィ
ルムを折れや破断から保護する観点から、各保護フィルムの合計厚みが１０μｍ以上、さ
らには２０μｍ以上であるのが好ましく、かつ片保護偏光フィルムの薄型化の観点から各
保護フィルムの合計厚みが１００μｍ以下になるように制御するのが好ましい。
【００５２】
　前記保護フィルムの偏光子を接着させない面（特に、図１の態様）には、ハードコート
層、反射防止層、スティッキング防止層、拡散層ないしアンチグレア層などの機能層を設
けることができる。なお、上記ハードコート層、反射防止層、スティッキング防止層、拡
散層やアンチグレア層などの機能層は、保護フィルムそのものに設けることができるほか
、別途、保護フィルムとは別体のものとして設けることもできる。
【００５３】
　＜介在層＞
　前記保護フィルムと偏光子は接着剤層、粘着剤層、下塗り層（プライマー層）などの介
在層を介して積層される。この際、介在層により両者を空気間隙なく積層することが望ま
しい。前記保護フィルムと偏光子は接着剤層を介して積層するのが好ましい。
【００５４】
　接着剤層は接着剤により形成される。接着剤の種類は特に制限されず、種々のものを用
いることができる。前記接着剤層は光学的に透明であれば特に制限されず、接着剤として
は、水系、溶剤系、ホットメルト系、活性エネルギー線硬化型等の各種形態のものが用い
られるが、水系接着剤または活性エネルギー線硬化型接着剤が好適である。
【００５５】
　水系接着剤としては、イソシアネート系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤、ゼラ
チン系接着剤、ビニル系ラテックス系、水系ポリエステル等を例示できる。水系接着剤は
、通常、水溶液からなる接着剤として用いられ、通常、０．５～６０重量％の固形分を含
有してなる。なかでも、イソシアネート系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤が好ま
しい。イソシアネート系接着剤からは接着剤層としてウレタン系樹脂層が形成される。
【００５６】
　活性エネルギー線硬化型接着剤は、電子線、紫外線（ラジカル硬化型、カチオン硬化型
）等の活性エネルギー線により硬化が進行する接着剤であり、例えば、電子線硬化型、紫
外線硬化型の態様で用いることができる。活性エネルギー線硬化型接着剤は、例えば、光
ラジカル硬化型接着剤を用いることができる。光ラジカル硬化型の活性エネルギー線硬化
型接着剤を、紫外線硬化型として用いる場合には、当該接着剤は、ラジカル重合性化合物
および光重合開始剤を含有する。例えば、ラジカル硬化型の紫外線硬化型接着剤としては
紫外線硬化型アクリル系樹脂が好ましく、カチオン硬化型の紫外線硬化型接着剤としては
紫外線硬化型エポキシ系樹脂が好ましい。
【００５７】
　接着剤の塗工方式は、接着剤の粘度や目的とする厚みによって適宜に選択される。塗工
方式の例として、例えば、リバースコーター、グラビアコーター（ダイレクト，リバース
やオフセット）、バーリバースコーター、ロールコーター、ダイコーター、バーコーター
、ロッドコーター等が挙げられる。その他、塗工には、デイッピング方式などの方式を適
宜に使用することができる。
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【００５８】
　また、前記接着剤層の厚みは、０．１μｍ以上５μｍ以下であることが好ましく、水系
接着剤または活性エネルギー線硬化型接着剤の種類により好ましい範囲を設定できる。前
記厚みを０．１μｍ以上とすることは接着力を維持する点から好ましく、５μｍ以下とす
ることは光学信頼性を確保する点から好ましい。前記接着剤の塗工は、水系接着剤等を用
いる場合には、最終的に形成される接着剤層の厚みが１００～３００ｎｍになるように行
うのが好ましい。前記接着剤層の厚さは、さらに好ましくは１００～２５０ｎｍである。
一方、活性エネルギー線硬化型接着剤を用いる場合には、前記接着剤層の厚みは、０．２
～５μｍになるよう行うのが好ましい。より好ましくは、０．２～２μｍ、さらに好まし
くは０．５～１．５μｍである。
【００５９】
　また、前記接着剤層は、偏光子にかかる力を緩和しつつ貫通クラックを抑制するうえで
、８０℃における圧縮弾性率が０．１ＧＰａ以上１０ＧＰａ以下であることが好ましい。
前記圧縮弾性率を０．１ＧＰａ以上とすることは、衝撃吸収をして耐クラック性（ナノス
リットの発生抑制および貫通クラックの抑制）を確保するうえで好ましく、１０ＧＰａ以
下とすることは偏光子収縮を抑制できず貫通クラックを抑制する点から好ましい。特に、
前記接着剤層を活性エネルギー線硬化型接着剤により形成されている場合には、前記圧縮
弾性率は、１ＧＰａ以上が好ましく、さらには３ＧＰａ以上が好ましい。一方、前記圧縮
弾性率は８ＧＰａ以下が好ましい。
【００６０】
　なお、偏光子と保護フィルムの積層にあたって、保護フィルムと接着剤層の間には、易
接着層を設けることができる。易接着層は、例えば、ポリエステル骨格、ポリエーテル骨
格、ポリカーボネート骨格、ポリウレタン骨格、シリコーン系、ポリアミド骨格、ポリイ
ミド骨格、ポリビニルアルコール骨格などを有する各種樹脂により形成することができる
。これらポリマー樹脂は１種を単独で、または２種以上を組み合わせて用いることができ
る。また易接着層の形成には他の添加剤を加えてもよい。具体的にはさらには粘着付与剤
、紫外線吸収剤、酸化防止剤、耐熱安定剤などの安定剤などを用いてもよい。
【００６１】
　易接着層は、通常、保護フィルムに予め設けておき、当該保護フィルムの易接着層側と
偏光子とを接着剤層により積層する。易接着層の形成は、易接着層の形成材を保護フィル
ム上に、公知の技術により塗工、乾燥することにより行われる。易接着層の形成材は、乾
燥後の厚み、塗工の円滑性などを考慮して適当な濃度に希釈した溶液として、通常調整さ
れる。易接着層は乾燥後の厚みは、好ましくは０．０１～５μｍ、さらに好ましくは０．
０２～２μｍ、さらに好ましくは０．０５～１μｍである。なお、易接着層は複数層設け
ることができるが、この場合にも、易接着層の総厚みは上記範囲になるようにするのが好
ましい。
【００６２】
　粘着剤層は、粘着剤から形成される。粘着剤としては各種の粘着剤を用いることができ
、例えば、ゴム系粘着剤、アクリル系粘着剤、シリコーン系粘着剤、ウレタン系粘着剤、
ビニルアルキルエーテル系粘着剤、ポリビニルピロリドン系粘着剤、ポリアクリルアミド
系粘着剤、セルロース系粘着剤などが挙げられる。前記粘着剤の種類に応じて粘着性のベ
ースポリマーが選択される。前記粘着剤のなかでも、光学的透明性に優れ、適宜な濡れ性
と凝集性と接着性の粘着特性を示して、耐候性や耐熱性などに優れる点から、アクリル系
粘着剤が好ましく使用される。
【００６３】
　下塗り層（プライマー層）は、偏光子と保護フィルムとの密着性を向上させるために形
成される。プライマー層を構成する材料としては、基材フィルムとポリビニルアルコール
系樹脂層との両方にある程度強い密着力を発揮する材料であれば特に限定されない。たと
えば、透明性、熱安定性、延伸性などに優れる熱可塑性樹脂などが用いられる。熱可塑性
樹脂としては、例えば、アクリル系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ポリエステル系樹脂、



(13) JP 6931518 B2 2021.9.8

10

20

30

40

50

ポリビニルアルコール系樹脂、又はそれらの混合物が挙げられる。
【００６４】
　また、前記保護フィルムを少なくとも２枚を用いる場合の各保護フィルムの積層は接着
剤層または粘着剤層を介することが好ましい。前記接着剤層の厚さは接着力の観点から０
．１μｍ以上、さらには０．２μｍ以上であるのが好ましい。一方、薄型化の観点から前
記接着剤層の厚さは５μｍ以下が好ましく、さらには２μｍ以下が好ましい。また、各保
護フィルムの積層に粘着剤を用いる場合には、厚さは粘着力の観点から２μｍ以上である
ことが好ましい。一方、薄型化の観点から前記粘着剤層の厚さは２０μｍ以下であること
が好ましい。
【００６５】
　＜透明樹脂層＞
　透明樹脂層は、偏光子の片面にのみ保護フィルムが設けられた片保護偏光フィルムにお
いて、偏光子の他の片面（保護フィルムを積層していない面）に設けられる。本発明にお
いて、透明樹脂層は、８０℃における圧縮弾性率０．１ＧＰａ以上であることが好ましい
。仮に、機械衝撃により偏光子にナノスリットが生じ、熱環境下においてナノスリットが
幅方向へ広がろうとしても、透明樹脂層の８０℃における圧縮弾性率を０．１ＧＰａ以上
に制御することで、熱環境下においても透明樹脂層の機械的保持能力を維持して、ナノス
リットが幅方向へ広がるのを抑えることができる。透明樹脂層の圧縮弾性率は０．５ＧＰ
ａ以上、さらには２ＧＰａ以上、さらには３ＧＰａ以上、さらには５ＧＰａ以上、さらに
は６ＧＰａ以上、さらには１０ＧＰａ以上であるのが好ましい。透明樹脂層の圧縮弾性率
は、材料選定により調整することができる。なお、透明樹脂層の８０℃における圧縮弾性
率は実施例の記載に基づいて測定される値である。
【００６６】
　透明樹脂層の厚さは、薄層化および光学信頼性の観点から、透明樹脂層の厚さ（Ｙ）は
、１５μｍ以下である。また、透明樹脂層が厚くなると保存した後に片保護偏光フィルム
にカールが発生しやすくなる。透明樹脂層の厚さ（Ｙ）は、さらには１２μｍ以下である
のが好ましく、さらには５μｍ以下、さらには１．５μｍ以下であるのが好ましい。一方
、透明樹脂層の厚さ（Ｙ）は、ナノスリットの拡張抑制効果の観点から、０．２μｍ以上
であるのが好ましく、さらには０．５μｍ以上が好ましく、さらには０．６μｍ以上が好
ましく、さらには０．８μｍ以上であるのが好ましい。透明樹脂層の厚さ（Ｙ）は、偏光
子の厚さＸ（μｍ）との関係において、０．１５≦（Ｙ／Ｘ）≦３、を満足するように制
御される。
【００６７】
　透明樹脂層は、硬化性成分を含有する硬化型形成材から形成することができる。硬化性
成分としては、電子線硬化型、紫外線硬化型、可視光線硬化型等の活性エネルギー線硬化
型と熱硬化型に大別することができる。さらには、紫外線硬化型、可視光線硬化型は、ラ
ジカル重合硬化型とカチオン重合硬化型に区分出来る。本発明において、波長範囲１０ｎ
ｍ～３８０ｎｍ未満の活性エネルギー線を紫外線、波長範囲３８０ｎｍ～８００ｎｍの活
性エネルギー線を可視光線として表記する。前記ラジカル重合硬化型の硬化性成分は、熱
硬化型の硬化性成分として用いることができる。
【００６８】
　≪ラジカル重合硬化型形成材≫
　前記硬化性成分としては、例えば、ラジカル重合性化合物が挙げられる。ラジカル重合
性化合物は、（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の炭素－炭素二重結合のラジカル重合
性の官能基を有する化合物が挙げられる。これら硬化性成分は、単官能ラジカル重合性化
合物または二官能以上の多官能ラジカル重合性化合物のいずれも用いることができる。ま
た、これらラジカル重合性化合物は、１種を単独で、または２種以上を組み合わせて用い
ることができる。これらラジカル重合性化合物としては、例えば、（メタ）アクリロイル
基を有する化合物が好適である。なお、本発明において、（メタ）アクリロイルとは、ア
クリロイル基および／またはメタクリロイル基を意味し、「（メタ）」は以下同様の意味
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である。
【００６９】
　≪単官能ラジカル重合性化合物≫
　単官能ラジカル重合性化合物としては、例えば、（メタ）アクリルアミド基を有する（
メタ）アクリルアミド誘導体が挙げられる。（メタ）アクリルアミド誘導体は、偏光子と
の密着性を確保するうえで、また、重合速度が速く生産性に優れる点で好ましい。（メタ
）アクリルアミド誘導体の具体例としては、例えば、Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－
ヘキシル（メタ）アクリルアミド等のＮ－アルキル基含有（メタ）アクリルアミド誘導体
；Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ－メチロール－Ｎ－プロパン（メタ）アクリルアミド等のＮ－ヒドロキシアルキル
基含有（メタ）アクリルアミド誘導体；アミノメチル（メタ）アクリルアミド、アミノエ
チル（メタ）アクリルアミド等のＮ－アミノアルキル基含有（メタ）アクリルアミド誘導
体；Ｎ－メトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－エトキシメチルアクリルアミド等のＮ－ア
ルコキシ基含有（メタ）アクリルアミド誘導体；メルカプトメチル（メタ）アクリルアミ
ド、メルカプトエチル（メタ）アクリルアミド等のＮ－メルカプトアルキル基含有（メタ
）アクリルアミド誘導体；などが挙げられる。また、（メタ）アクリルアミド基の窒素原
子が複素環を形成している複素環含有（メタ）アクリルアミド誘導体としては、例えば、
Ｎ－アクリロイルモルホリン、Ｎ－アクリロイルピペリジン、Ｎ－メタクリロイルピペリ
ジン、Ｎ－アクリロイルピロリジン等があげられる。
【００７０】
　前記（メタ）アクリルアミド誘導体のなかでも、偏光子との密着性の点から、Ｎ－ヒド
ロキシアルキル基含有（メタ）アクリルアミド誘導体が好ましく、特に、Ｎ－ヒドロキシ
エチル（メタ）アクリルアミドが好ましい。
【００７１】
　また、単官能ラジカル重合性化合物としては、例えば、（メタ）アクリロイルオキシ基
を有する各種の（メタ）アクリル酸誘導体が挙げられる。具体的には、例えば、メチル（
メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート
、イソプロピル（メタ）アクリレート、２－メチル－２－ニトロプロピル（メタ）アクリ
レート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｓ－ブチ
ル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ペンチル（メタ）アク
リレート、ｔ－ペンチル（メタ）アクリレート、３－ペンチル（メタ）アクリレート、２
，２－ジメチルブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、セチ
ル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メ
タ）アクリレート、４－メチル－２－プロピルペンチル（メタ）アクリレート、ｎ－オク
タデシル（メタ）アクリレートなどの（メタ）アクリル酸（炭素数１－２０）アルキルエ
ステル類が挙げられる。
【００７２】
　また、前記（メタ）アクリル酸誘導体としては、例えば、シクロヘキシル（メタ）アク
リレート、シクロペンチル（メタ）アクリレート等のシクロアルキル（メタ）アクリレー
ト；
　ベンジル（メタ）アクリレート等のアラルキル（メタ）アクリレート；
　２－イソボルニル（メタ）アクリレート、２－ノルボルニルメチル（メタ）アクリレー
ト、５－ノルボルネン－２－イル－メチル（メタ）アクリレート、３－メチル－２－ノル
ボルニルメチル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレ－ト、ジシ
クロペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレ－ト、ジシクロペンタニル（メタ）アクリ
レ－ト、等の多環式（メタ）アクリレート；
　２－メトキシエチル（メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート
、２－メトキシメトキシエチル（メタ）アクリレート、３－メトキシブチル（メタ）アク
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リレート、エチルカルビトール（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリ
レート、アルキルフェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート等のアルコキ
シ基またはフェノキシ基含有（メタ）アクリレート；等が挙げられる。
【００７３】
　また、前記（メタ）アクリル酸誘導体としては、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリ
レート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ
）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（
メタ）アクリレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、８－ヒドロキシオ
クチル（メタ）アクリレート、１０－ヒドロキシデシル（メタ）アクリレート、１２－ヒ
ドロキシラウリル（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートや
、［４－（ヒドロキシメチル）シクロヘキシル］メチルアクリレート、シクロヘキサンジ
メタノールモノ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ
）アクリレート等の水酸基含有（メタ）アクリレート；
　グリシジル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレートグリシ
ジルエーテル等のエポキシ基含有（メタ）アクリレート；
　２，２，２－トリフルオロエチル（メタ）アクリレート、２，２，２－トリフルオロエ
チルエチル（メタ）アクリレート、テトラフルオロプロピル（メタ）アクリレート、ヘキ
サフルオロプロピル（メタ）アクリレート、オクタフルオロペンチル（メタ）アクリレー
ト、ヘプタデカフルオロデシル（メタ）アクリレート、３－クロロ－２－ヒドロキシプロ
ピル（メタ）アクリレート等のハロゲン含有（メタ）アクリレート；
　ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート等のアルキルアミノアルキル（メタ）アク
リレート；
　３－オキセタニルメチル（メタ）アクリレート、３－メチルーオキセタニルメチル（メ
タ）アクリレート、３－エチルーオキセタニルメチル（メタ）アクリレート、３－ブチル
ーオキセタニルメチル（メタ）アクリレート、３－ヘキシルーオキセタニルメチル（メタ
）アクリレート等のオキセタン基含有（メタ）アクリレート；
　テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、ブチロラクトン（メタ）アクリレート
、などの複素環を有する（メタ）アクリレートや、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグ
リコール（メタ）アクリル酸付加物、ｐ－フェニルフェノール（メタ）アクリレート等が
挙げられる。
【００７４】
　また、単官能ラジカル重合性化合物としては、（メタ）アクリル酸、カルボキシエチル
アクリレート、カルボキシペンチルアクリレート、イタコン酸、マレイン酸、フマル酸、
クロトン酸、イソクロトン酸などのカルボキシル基含有モノマーが挙げられる。
【００７５】
　また、単官能ラジカル重合性化合物としては、例えば、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビ
ニル－ε－カプロラクタム、メチルビニルピロリドン等のラクタム系ビニルモノマー；ビ
ニルピリジン、ビニルピペリドン、ビニルピリミジン、ビニルピペラジン、ビニルピラジ
ン、ビニルピロール、ビニルイミダゾール、ビニルオキサゾール、ビニルモルホリン等の
窒素含有複素環を有するビニル系モノマー等が挙げられる。
【００７６】
　また、単官能ラジカル重合性化合物としては、活性メチレン基を有するラジカル重合性
化合物を用いることができる。活性メチレン基を有するラジカル重合性化合物は、末端ま
たは分子中に（メタ）アクリル基などの活性二重結合基を有し、かつ活性メチレン基を有
する化合物である。活性メチレン基としては、例えばアセトアセチル基、アルコキシマロ
ニル基、またはシアノアセチル基などが挙げられる。前記活性メチレン基がアセトアセチ
ル基であることが好ましい。活性メチレン基を有するラジカル重合性化合物の具体例とし
ては、例えば２－アセトアセトキシエチル（メタ）アクリレート、２－アセトアセトキシ
プロピル（メタ）アクリレート、２－アセトアセトキシ－１－メチルエチル（メタ）アク
リレートなどのアセトアセトキシアルキル（メタ）アクリレート；２－エトキシマロニル
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オキシエチル（メタ）アクリレート、２－シアノアセトキシエチル（メタ）アクリレート
、Ｎ－（２－シアノアセトキシエチル）アクリルアミド、Ｎ－（２－プロピオニルアセト
キシブチル）アクリルアミド、Ｎ－（４－アセトアセトキシメチルベンジル）アクリルア
ミド、Ｎ－（２－アセトアセチルアミノエチル）アクリルアミドなどが挙げられる。活性
メチレン基を有するラジカル重合性化合物は、アセトアセトキシアルキル（メタ）アクリ
レートであることが好ましい。
【００７７】
　≪多官能ラジカル重合性化合物≫
　また、二官能以上の多官能ラジカル重合性化合物としては、例えば、トリプロピレング
リコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、
１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）
アクリレート、１，１０－デカンジオールジアクリレート、２－エチル－２－ブチルプロ
パンジオールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、ビス
フェノールＡエチレンオキサイド付加物ジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡプロ
ピレンオキサイド付加物ジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡジグリシジルエーテ
ルジ（メタ）アクリレート、ネオぺンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリシク
ロデカンジメタノールジ（メタ）アクリート、環状トリメチロールプロパンフォルマル（
メタ）アクリレート、ジオキサングリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプ
ロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ
）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ＥＯ変性ジグリ
セリンテトラ（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリル酸と多価アルコールとのエステ
ル化物、９，９－ビス［４－（２－（メタ）アクリロイルオキシエトキシ）フェニル］フ
ルオレンがあげられる。具体例としては、アロニックスＭ－２２０、Ｍ－３０６（東亞合
成社製）、ライトアクリレート１，９ＮＤ－Ａ（共栄社化学社製）、ライトアクリレート
ＤＧＥ－４Ａ（共栄社化学社製）、ライトアクリレートＤＣＰ－Ａ（共栄社化学社製）、
ＳＲ－５３１（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製）、ＣＤ－５３６（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製）等が挙
げられる。また必要に応じて、各種のエポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）
アクリレート、ポリエステル（メタ）アクリレートや、各種の（メタ）アクリレート系モ
ノマー等が挙げられる。
【００７８】
　ラジカル重合性化合物は、偏光子との密着性と光学耐久性を両立させる観点から、単官
能ラジカル重合性化合物と多官能ラジカル重合性化合物を併用することが好ましい。通常
は、ラジカル重合性化合物１００重量％に対して、単官能ラジカル重合性化合物３～８０
重量％と多官能ラジカル重合性化合物２０～９７重量％の割合で併用することが好ましい
。
【００７９】
　≪ラジカル重合硬化型形成材の態様≫
　ラジカル重合硬化型形成材は、活性エネルギー線硬化型または熱硬化型の形成材として
用いることができる。活性エネルギー線に電子線等を用いる場合には、当該活性エネルギ
ー線硬化型形成材は光重合開始剤を含有することは必要ではないが、活性エネルギー線に
紫外線または可視光線を用いる場合には、光重合開始剤を含有するのが好ましい。一方、
前記硬化性成分を熱硬化性成分として用いる場合には、当該形成材は熱重合開始剤を含有
するのが好ましい。
【００８０】
　≪光重合開始剤≫
　ラジカル重合性化合物を用いる場合の光重合開始剤は、活性エネルギー線によって適宜
に選択される。紫外線または可視光線により硬化させる場合には紫外線または可視光線開
裂の光重合開始剤が用いられる。前記光重合開始剤としては、例えば、ベンジル、ベンゾ
フェノン、ベンゾイル安息香酸、３，３′－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノンなど
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のベンゾフェノン系化合物；４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル（２－ヒドロキシ
－２－プロピル）ケトン、α－ヒドロキシ－α，α´－ジメチルアセトフェノン、２－メ
チル－２－ヒドロキシプロピオフェノン、α－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン
などの芳香族ケトン化合物；メトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニ
ルアセトフエノン、２，２－ジエトキシアセトフェノン、２－メチル－１－［４－（メチ
ルチオ）－フェニル］－２－モルホリノプロパン－１などのアセトフェノン系化合物；べ
ンゾインメチルエーテル、べンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル
、べンゾインブチルエーテル、アニソインメチルエーテルなどのベンゾインエーテル系化
合物；ベンジルジメチルケタールなどの芳香族ケタール系化合物；２－ナフタレンスルホ
ニルクロリドなどの芳香族スルホニルクロリド系化合物；１－フェノン－１，１―プロパ
ンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オキシムなどの光活性オキシム系化合物；チ
オキサンソン、２－クロロチオキサンソン、２－メチルチオキサンソン、２，４－ジメチ
ルチオキサンソン、イソプロピルチオキサンソン、２，４－ジクロロチオキサンソン、２
，４－ジエチルチオキサンソン、２，４－ジイソプロピルチオキサンソン、ドデシルチオ
キサントンなどのチオキサンソン系化合物；カンファーキノン；ハロゲン化ケトン；アシ
ルホスフィノキシド；アシルホスフォナートなどがあげられる。
【００８１】
　前記光重合開始剤の配合量は、硬化性成分（ラジカル重合性化合物）の全量１００重量
部に対して、２０重量部以下である。光重合開始剤の配合量は、０．０１～２０重量部で
あるのが好ましく、さらには、０．０５～１０重量部、さらには０．１～５重量部である
のが好ましい。
【００８２】
　また本発明の偏光フィルム用硬化型形成材を、硬化性成分としてラジカル重合性化合物
を含有する可視光線硬化型で用いる場合には、特に３８０ｎｍ以上の光に対して高感度な
光重合開始剤を用いることが好ましい。３８０ｎｍ以上の光に対して高感度な光重合開始
剤については後述する。
【００８３】
　前記光重合開始剤としては、下記一般式（１）で表される化合物；

【化１】

（式中、Ｒ１およびＲ２は－Ｈ、－ＣＨ２ＣＨ３、－ｉＰｒまたはＣｌを示し、Ｒ１およ
びＲ２は同一または異なっても良い）を単独で使用するか、あるいは一般式（１）で表さ
れる化合物と後述する３８０ｎｍ以上の光に対して高感度な光重合開始剤とを併用するこ
とが好ましい。一般式（１）で表される化合物を使用した場合、３８０ｎｍ以上の光に対
して高感度な光重合開始剤を単独で使用した場合に比べて密着性に優れる。一般式（１）
で表される化合物の中でも、Ｒ１およびＲ２が－ＣＨ２ＣＨ３であるジエチルチオキサン
トンが特に好ましい。当該形成材中の一般式（１）で表される化合物の組成比率は、硬化
性成分の全量１００重量部に対して、０．１～５重量部であることが好ましく、０．５～
４重量部であることがより好ましく、０．９～３重量部であることがさらに好ましい。
【００８４】
　また、必要に応じて重合開始助剤を添加することが好ましい。重合開始助剤としては、
トリエチルアミン、ジエチルアミン、Ｎ－メチルジエタノールアミン、エタノールアミン
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、４－ジメチルアミノ安息香酸、４－ジメチルアミノ安息香酸メチル、４－ジメチルアミ
ノ安息香酸エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸イソアミルなどが挙げられ、４－ジメチ
ルアミノ安息香酸エチルが特に好ましい。重合開始助剤を使用する場合、その添加量は、
硬化性成分の全量１００重量部に対して、通常０～５重量部、好ましくは０～４重量部、
最も好ましくは０～３重量部である。
【００８５】
　また、必要に応じて公知の光重合開始剤を併用することができる。ＵＶ吸収能を有する
保護フィルムは、３８０ｎｍ以下の光を透過しないため、光重合開始剤としては、３８０
ｎｍ以上の光に対して高感度な光重合開始剤を使用することが好ましい。具体的には、２
－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン、２
－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン－１、
２－（ジメチルアミノ）－２－［（４－メチルフェニル）メチル］－１－［４－（４－モ
ルホリニル）フェニル］－１－ブタノン、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニ
ル－フォスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルフ
ォスフィンオキサイド、ビス（η５－２，４－シクロペンタジエン－１－イル）－ビス（
２，６－ジフルオロ－３－（１Ｈ－ピロール－１－イル）－フェニル）チタニウムなどが
挙げられる。
【００８６】
　特に、光重合開始剤として、一般式（１）の光重合開始剤に加えて、さらに下記一般式
（２）で表される化合物；
【化２】

（式中、Ｒ３、Ｒ４およびＲ５は－Ｈ、－ＣＨ３、－ＣＨ２ＣＨ３、－ｉＰｒまたはＣｌ
を示し、Ｒ３、Ｒ４およびＲ５は同一または異なっても良い）を使用することが好ましい
。一般式（２）で表される化合物としては、市販品でもある２－メチル－１－（４－メチ
ルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン（商品名：ＩＲＧＡＣＵＲＥ９
０７　メーカー：ＢＡＳＦ）が好適に使用可能である。その他、２－ベンジル－２－ジメ
チルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン－１（商品名：ＩＲＧＡＣＵ
ＲＥ３６９　メーカー：ＢＡＳＦ）、２－（ジメチルアミノ）－２－［（４－メチルフェ
ニル）メチル］－１－［４－（４－モルホリニル）フェニル］－１－ブタノン（商品名：
ＩＲＧＡＣＵＲＥ３７９　メーカー：ＢＡＳＦ）が感度が高いため好ましい。
【００８７】
　＜活性メチレン基を有するラジカル重合性化合物と、水素引き抜き作用のあるラジカル
重合開始剤＞
　上記活性エネルギー線硬化型形成材において、ラジカル重合性化合物として、活性メチ
レン基を有するラジカル重合性化合物を用いる場合には、水素引き抜き作用のあるラジカ
ル重合開始剤と組み合わせて用いるのが好ましい。
【００８８】
　水素引き抜き作用のあるラジカル重合開始剤として、例えばチオキサントン系ラジカル
重合開始剤、ベンゾフェノン系ラジカル重合開始剤などが挙げられる。前記ラジカル重合
開始剤は、チオキサントン系ラジカル重合開始剤であることが好ましい。チオキサントン
系ラジカル重合開始剤としては、例えば上記一般式（１）で表される化合物が挙げられる
。一般式（１）で表される化合物の具体例としては、例えば、チオキサントン、ジメチル
チオキサントン、ジエチルチオキサントン、イソプロピルチオキサントン、クロロチオキ
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サントンなどが挙げられる。一般式（１）で表される化合物の中でも、Ｒ１およびＲ２が
－ＣＨ２ＣＨ３であるジエチルチオキサントンが特に好ましい。
【００８９】
　上記活性エネルギー線硬化型形成材において、活性メチレン基を有するラジカル重合性
化合物と、水素引き抜き作用のあるラジカル重合開始剤を含有する場合には、硬化性成分
の全量を１００重量％としたとき、前記活性メチレン基を有するラジカル重合性化合物を
１～５０重量％、およびラジカル重合開始剤を、硬化性成分の全量１００重量部に対して
０．１～１０重量部含有することが好ましい。
【００９０】
　≪熱重合開始剤≫
　熱重合開始剤としては、接着剤層の形成の際には熱開裂によって重合が開始しないもの
が好ましい。例えば、熱重合開始剤としては、１０時間半減期温度が６５℃以上、さらに
は７５～９０℃であるものが好ましい。なお、この半減期とは、重合開始剤の分解速度を
表す指標であり、重合開始剤の残存量が半分になるまでの時間をいう。任意の時間で半減
期を得るための分解温度や、任意の温度での半減期時間に関しては、メーカーカタログな
どに記載されており、たとえば、日本油脂株式会社の「有機過酸化物カタログ第９版（２
００３年５月）」などに記載されている。
【００９１】
　熱重合開始剤としては、例えば、過酸化ラウロイル（１０時間半減期温度：６４℃）、
過酸化ベンゾイル（１０時間半減期温度：７３℃）、１，１－ビス（ｔ－ブチルペルオキ
シ）－３，３，５－トリメチルシクロへキサン（１０時間半減期温度：９０℃）、ジ（２
－エチルヘキシル）パーオキシジカーボネート（１０時間半減期温度：４９℃）、ジ（４
－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオキシジカーボネート、ジ－ｓｅｃ－ブチルパーオキ
シジカーボネート（１０時間半減期温度：５１℃）、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノエ
ート（１０時間半減期温度：４８℃）、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレート、ｔ－ブチル
パーオキシピバレート、ジラウロイルパーオキシド（１０時間半減期温度：６４℃）、ジ
－ｎ－オクタノイルパーオキシド、１，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２
－エチルヘキサノエート（１０時間半減期温度：６６℃）、ジ（４－メチルベンゾイル）
パーオキシド、ジベンゾイルパーオキシド（１０時間半減期温度：７３℃）、ｔ－ブチル
パーオキシイソブチレート（１０時間半減期温度：８１℃）、１，１－ジ（ｔ－ヘキシル
パーオキシ）シクロヘキサン等の有機系過酸化物があげられる。
【００９２】
　また、熱重合開始剤としては、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル（１０
時間半減期温度：６７℃）、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）（１０時
間半減期温度：６７℃）、１，１－アゾビス－シクロへキサン－１－カルボニトリル（１
０時間半減期温度：８７℃）などのアゾ系化合物があげられる。
【００９３】
　熱重合開始剤の配合量は、硬化性成分（ラジカル重合性化合物）の全量１００重量部に
対して、０．０１～２０重量部である。熱重合開始剤の配合量は、さらには０．０５～１
０重量部、さらには０．１～３重量部であるのが好ましい。
【００９４】
　≪カチオン重合硬化型形成材≫
　カチオン重合硬化型形成材の硬化性成分としては、エポキシ基やオキセタニル基を有す
る化合物が挙げられる。エポキシ基を有する化合物は、分子内に少なくとも２個のエポキ
シ基を有するものであれば特に限定されず、一般に知られている各種の硬化性エポキシ化
合物を用いることができる。好ましいエポキシ化合物として、分子内に少なくとも２個の
エポキシ基と少なくとも１個の芳香環を有する化合物（芳香族系エポキシ化合物）や、分
子内に少なくとも２個のエポキシ基を有し、そのうちの少なくとも１個は脂環式環を構成
する隣り合う２個の炭素原子との間で形成されている化合物（脂環式エポキシ化合物）等
が例として挙げられる。
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【００９５】
　＜その他の成分＞
　本発明に係る硬化型形成材は、下記成分を含有することが好ましい。
【００９６】
　＜アクリル系オリゴマー＞
　本発明に係る活性エネルギー線硬化型形成材は、前記ラジカル重合性化合物に係る硬化
性成分に加えて、（メタ）アクリルモノマーを重合してなるアクリル系オリゴマーを含有
することができる。活性エネルギー線硬化型形成材中にアクリル系オリゴマーを含有する
ことで、該透明樹脂層に活性エネルギー線を照射・硬化させる際の硬化収縮を低減し、透
明樹脂層と、偏光子などの被着体との界面応力を低減することができる。その結果、接着
剤層と被着体との接着性の低下を抑制することができる。硬化収縮を十分に抑制するため
には、硬化性成分の全量１００重量部に対して、アクリル系オリゴマーの含有量は、２０
重量部以下であることが好ましく、１５重量部以下であることがより好ましい。形成材中
のアクリル系オリゴマーの含有量が多すぎると、該形成材に活性エネルギー線を照射した
際の反応速度の低下が激しく、硬化不良となる場合がある。一方、硬化性成分の全量１０
０重量部に対して、アクリル系オリゴマーを３重量部以上含有することが好ましく、５重
量部以上含有することがより好ましい。
【００９７】
　活性エネルギー線硬化型形成材は、塗工時の作業性や均一性を考慮した場合、低粘度で
あることが好ましいため、（メタ）アクリルモノマーを重合してなるアクリル系オリゴマ
ーも低粘度であることが好ましい。低粘度であって、かつ透明樹脂層の硬化収縮を防止で
きるアクリル系オリゴマーとしては、重量平均分子量（Ｍｗ）が１５０００以下のものが
好ましく、１００００以下のものがより好ましく、５０００以下のものが特に好ましい。
一方、透明樹脂層の硬化収縮を十分に抑制するためには、アクリル系オリゴマーの重量平
均分子量（Ｍｗ）が５００以上であることが好ましく、１０００以上であることがより好
ましく、１５００以上であることが特に好ましい。アクリル系オリゴマーを構成する（メ
タ）アクリルモノマーとしては、具体的には例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチ
ル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）ア
クリレート、２－メチル－２－ニトロプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ
）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、Ｓ－ブチル（メタ）アクリレート、
ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ペンチル（メタ）アクリレート、ｔ－ペンチル（
メタ）アクリレート、３－ペンチル（メタ）アクリレート、２，２－ジメチルブチル（メ
タ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、セチル（メタ）アクリレート、
ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、４－メ
チル－２－プロピルペンチル（メタ）アクリレート、Ｎ－オクタデシル（メタ）アクリレ
ートなどの（メタ）アクリル酸（炭素数１－２０）アルキルエステル類、さらに、例えば
、シクロアルキル（メタ）アクリレート（例えば、シクロヘキシル（メタ）アクリレート
、シクロペンチル（メタ）アクリレートなど）、アラルキル（メタ）アクリレート（例え
ば、ベンジル（メタ）アクリレートなど）、多環式（メタ）アクリレート（例えば、２－
イソボルニル（メタ）アクリレート、２－ノルボルニルメチル（メタ）アクリレート、５
－ノルボルネン－２－イル－メチル（メタ）アクリレート、３－メチル－２－ノルボルニ
ルメチル（メタ）アクリレートなど）、ヒドロキシル基含有（メタ）アクリル酸エステル
類（例えば、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）
アクリレート、２，３－ジヒドロキシプロピルメチル－ブチル（メタ）メタクリレートな
ど）、アルコキシ基またはフェノキシ基含有（メタ）アクリル酸エステル類（２－メトキ
シエチル（メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート、２－メトキ
シメトキシエチル（メタ）アクリレート、３－メトキシブチル（メタ）アクリレート、エ
チルカルビトール（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレートなど）
、エポキシ基含有（メタ）アクリル酸エステル類（例えば、グリシジル（メタ）アクリレ
ートなど）、ハロゲン含有（メタ）アクリル酸エステル類（例えば、２，２，２－トリフ
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ルオロエチル（メタ）アクリレート、２，２，２－トリフルオロエチルエチル（メタ）ア
クリレート、テトラフルオロプロピル（メタ）アクリレート、ヘキサフルオロプロピル（
メタ）アクリレート、オクタフルオロペンチル（メタ）アクリレート、ヘプタデカフルオ
ロデシル（メタ）アクリレートなど）、アルキルアミノアルキル（メタ）アクリレート（
例えば、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレートなど）などが挙げられる。これら（
メタ）アクリレートは、単独使用または２種類以上併用することができる。アクリル系オ
リゴマーの具体例としては、東亞合成社製「ＡＲＵＦＯＮ」、綜研化学社製「アクトフロ
ー」、ＢＡＳＦジャパン社製「ＪＯＮＣＲＹＬ」などが挙げられる。
【００９８】
　＜光酸発生剤＞
　上記活性エネルギー線硬化型形成材において、光酸発生剤を含有することができる。上
記活性エネルギー線硬化型形成材に、光酸発生剤を含有する場合、光酸発生剤を含有しな
い場合に比べて、透明樹脂層の耐水性および耐久性を飛躍的に向上することができる。光
酸発生剤は、下記一般式（３）で表すことができる。
【００９９】
　一般式（３）
【化３】

　（ただし、Ｌ＋は、任意のオニウムカチオンを表す。また、Ｘ－は、ＰＦ６６
－、Ｓｂ

Ｆ６
－、ＡｓＦ６

－、ＳｂＣｌ６
－、ＢｉＣｌ５

－、ＳｎＣｌ６
－、ＣｌＯ４

－、ジチオ
カルバメートアニオン、ＳＣＮ－よりからなる群より選択されるカウンターアニオンを表
す。）
【０１００】
　光酸発生剤を構成する好ましいオニウム塩の具体例としては、ＰＦ６

－、ＳｂＦ６
－、

ＡｓＦ６
－、ＳｂＣｌ６

－、ＢｉＣｌ５
－、ＳｎＣｌ６

－、ＣｌＯ４
－、ジチオカルバメ

ートアニオン、ＳＣＮ－より選ばれるアニオンとからなるオニウム塩である。
【０１０１】
　具体的には、「サイラキュアーＵＶＩ－６９９２」、「サイラキュアーＵＶＩ－６９７
４」（以上、ダウ・ケミカル日本株式会社製）、「アデカオプトマーＳＰ１５０」、「ア
デカオプトマーＳＰ１５２」、「アデカオプトマーＳＰ１７０」、「アデカオプトマーＳ
Ｐ１７２」（以上、株式会社ＡＤＥＫＡ製）、「ＩＲＧＡＣＵＲＥ２５０」（チバスペシ
ャルティーケミカルズ社製）、「ＣＩ－５１０２」、「ＣＩ－２８５５」（以上、日本曹
達社製）、「サンエイドＳＩ－６０Ｌ」、「サンエイドＳＩ－８０Ｌ」、「サンエイドＳ
Ｉ－１００Ｌ」、「サンエイドＳＩ－１１０Ｌ」、「サンエイドＳＩ－１８０Ｌ」（以上
、三新化学社製）、「ＣＰＩ－１００Ｐ」、「ＣＰＩ－１００Ａ」（以上、サンアプロ株
式会社製）、「ＷＰＩ－０６９」、「ＷＰＩ－１１３」、「ＷＰＩ－１１６」、「ＷＰＩ
－０４１」、「ＷＰＩ－０４４」、「ＷＰＩ－０５４」、「ＷＰＩ－０５５」、「ＷＰＡ
Ｇ－２８１」、「ＷＰＡＧ－５６７」、「ＷＰＡＧ－５９６」（以上、和光純薬社製）が
光酸発生剤の好ましい具体例として挙げられる。
【０１０２】
　光酸発生剤の含有量は、硬化性成分の全量１００重量部に対して、１０重量部以下であ
り、０．０１～１０重量部であることが好ましく、０．０５～５重量部であることがより
好ましく、０．１～３重量部であることが特に好ましい。
【０１０３】
　≪光カチオン重合開始剤≫
　カチオン重合硬化型形成材は、硬化性成分として以上説明したエポキシ化合物及びオキ
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セタン化合物を含有し、これらはいずれもカチオン重合により硬化するものであることか
ら、光カチオン重合開始剤が配合される。この光カチオン重合開始剤は、可視光線、紫外
線、Ｘ線、電子線等の活性エネルギー線の照射によって、カチオン種又はルイス酸を発生
し、エポキシ基やオキセタニル基の重合反応を開始する。
【０１０４】
　前記硬化型の形成材による透明樹脂層の形成は、偏光子の面に、硬化型形成材を塗工し
、その後、硬化することにより行う。
【０１０５】
　偏光子は、上記硬化型形成材を塗工する前に、表面改質処理を行ってもよい。具体的な
処理としては、コロナ処理、プラズマ処理、ケン化処理による処理などが挙げられる。
【０１０６】
　硬化型形成材の塗工方式は、当該硬化型形成材の粘度や目的とする厚みによって適宜に
選択される。塗工方式の例として、例えば、リバースコーター、グラビアコーター（ダイ
レクト，リバースやオフセット）、バーリバースコーター、ロールコーター、ダイコータ
ー、バーコーター、ロッドコーターなどが挙げられる。その他、塗工には、デイッピング
方式などの方式を適宜に使用することができる。
【０１０７】
　＜形成材の硬化＞
　前記硬化型形成材は、活性エネルギー線硬化型形成材または熱硬化型形成材として用い
られる。活性エネルギー線硬化型形成材では、電子線硬化型、紫外線硬化型、可視光線硬
化型の態様で用いることができる。前記硬化型形成材の態様は生産性の観点から熱硬化型
形成材よりも、活性エネルギー線硬化型形成材が好ましく、さらには活性エネルギー線硬
化型形成材としては、可視光線硬化型形成材が生産性の観点から好ましい。
【０１０８】
　≪活性エネルギー線硬化型≫
　活性エネルギー線硬化型形成材では、偏光子に活性エネルギー線硬化型形成材を塗工し
た後、活性エネルギー線（電子線、紫外線、可視光線など）を照射し、活性エネルギー線
硬化型形成材を硬化して透明樹脂層を形成する。活性エネルギー線（電子線、紫外線、可
視光線など）の照射方向は、任意の適切な方向から照射することができる。好ましくは、
透明樹脂層側から照射する。
【０１０９】
　≪電子線硬化型≫
　電子線硬化型において、電子線の照射条件は、上記活性エネルギー線硬化型形成材を硬
化しうる条件であれば、任意の適切な条件を採用できる。例えば、電子線照射は、加速電
圧が好ましくは５ｋＶ～３００ｋＶであり、さらに好ましくは１０ｋＶ～２５０ｋＶであ
る。加速電圧が５ｋＶ未満の場合、電子線が透明樹脂層最深部まで届かず硬化不足となる
おそれがあり、加速電圧が３００ｋＶを超えると、試料を通る浸透力が強すぎて、保護フ
ィルムや偏光子にダメージを与えるおそれがある。照射線量としては、５～１００ｋＧｙ
、さらに好ましくは１０～７５ｋＧｙである。照射線量が５ｋＧｙ未満の場合は、接着剤
が硬化不足となり、１００ｋＧｙを超えると、保護フィルムや偏光子にダメージを与え、
機械的強度の低下や黄変を生じ、所定の光学特性を得ることができない。
【０１１０】
　電子線照射は、通常、不活性ガス中で照射を行うが、必要であれば大気中や酸素を少し
導入した条件で行ってもよい。
【０１１１】
　≪紫外線硬化型、可視光線硬化型≫
　本発明に係る偏光フィルムの製造方法では、活性エネルギー線として、波長範囲３８０
ｎｍ～４５０ｎｍの可視光線を含むもの、特には波長範囲３８０ｎｍ～４５０ｎｍの可視
光線の照射量が最も多い活性エネルギー線を使用することが好ましい。本発明に係る活性
エネルギー線としては、ガリウム封入メタルハライドランプ、波長範囲３８０～４４０ｎ
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ｍを発光するＬＥＤ光源が好ましい。あるいは、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、
超高圧水銀灯、白熱電球、キセノンランプ、ハロゲンランプ、カーボンアーク灯、メタル
ハライドランプ、蛍光灯、タングステンランプ、ガリウムランプ、エキシマレーザーまた
は太陽光などの紫外線と可視光線を含む光源を使用することができ、バンドパスフィルタ
ーを用いて３８０ｎｍより短波長の紫外線を遮断して用いることもできる。
【０１１２】
　≪熱硬化型≫
　一方、熱硬化型形成材では、偏光子と保護フィルムを貼り合わせた後に、加熱すること
により、熱重合開始剤により重合を開始して、硬化物層を形成する。加熱温度は、熱重合
開始剤に応じて設定されるが、６０～２００℃程度、好ましくは８０～１５０℃である。
　
【０１１３】
　また、前記透明樹脂層を形成する材料として、例えば、シアノアクリレート系形成材、
エポキシ系形成材、またはイソシアネート系形成材を用いることができる。
【０１１４】
　シアノアクリレート系形成材としては、例えば、メチル－α－シアノアクリレート、エ
チル－α－シアノアクリレート、ブチル－α－シアノアクリレート、オクチル－α－シア
ノアクリレート等のアルキル－α－シアノアクリレート、シクロヘキシル－α－シアノア
クリレート、メトキシ－α－シアノアクリレート等があげられる。シアノアクリレート系
形成材としては、例えば、シアノアクリレート系接着剤として用いられるものを用いるこ
とができる。
【０１１５】
　エポキシ系形成材は、エポキシ樹脂単体で用いてもよいし、エポキシ硬化剤を含有して
もよい。エポキシ樹脂を単体で用いる場合には、光重合開始剤を添加し活性エネルギー線
を照射することで硬化させる。エポキシ系形成材としてエポキシ硬化剤を添加する場合に
は、例えば、エポキシ系接着剤として用いられるものを用いることができる。エポキシ系
形成材の使用形態は、エポキシ樹脂とその硬化剤を含有してなる１液型として用いること
もできるが、エポキシ樹脂に硬化剤を配合する２液型として用いられる。エポキシ系形成
材は、通常、溶液として用いられる。溶液は溶剤系であってもよいし、エマルジョン、コ
ロイド分散液、水溶液等の水系であってもよい。
【０１１６】
　エポキシ樹脂としては、分子内に２個以上のエポキシ基を含有する各種化合物を例示で
き、例えば、ビスフェノール型エポキシ樹脂、脂肪族系エポキシ樹脂、芳香族系エポキシ
樹脂、ハロゲン化ビスフェノール型エポキシ樹脂、ビフェニル系エポキシ樹脂などがあげ
られる。また、エポキシ樹脂は、エポキシ当量や官能基数に応じて適宜に決定することが
できるが、耐久性の観点よりエポキシ当量５００以下のものが好適に用いられる。
【０１１７】
　エポキシ樹脂の硬化剤は特に制限されず、フェノール樹脂系、酸無水物系、カルボン酸
系、ポリアミン系等の各種のものを使用できる。フェノール樹脂系の硬化剤としては、例
えば、フェノールノボラック樹脂、ビスフェノールノボラック樹脂、キシリレンフェノー
ル樹脂、クレゾールノボラツク樹脂等が用いられる。酸無水物系の硬化剤としては；無水
マレイン酸、テトラヒドロ無水フタル酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、無水コハク酸等が
あげられ、カルボン酸系の硬化剤としてはピロメリット酸、トリメリット酸等のカルボン
酸類及びビニルエーテルを付加したブロックカルボン酸類があげられる。また、エポキシ
系二液形成材としては、例えば、エポキシ樹脂とポリチオールの二液からなるもの、エポ
キシ樹脂とポリアミドの二液からなるものなどを用いることができる。
【０１１８】
　硬化剤の配合量は、エポキシ樹脂との当量により異なるが、エポキシ樹脂１００重量部
に対して、３０～７０重量部、さらには４０～６０重量部とするのが好ましい。
【０１１９】
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　さらに、エポキシ系形成材には、エポキシ樹脂およびその硬化剤に加えて、各種の硬化
促進剤を用いることができる。硬化促進剤としては、例えば、各種イミダゾール系化合物
及びその誘導体、ジシアンジアミド等があげられる。
【０１２０】
　イソシアネート系形成材としては、粘着剤層の形成において架橋剤として用いるものが
あげられる。イソシアネート系架橋剤としては、少なくとも２つのイソシアネート基を有
する化合物を使用できる。例えば、前記ポリイソシアネート化合物をイソシアネート系形
成材として使用できる。詳しくは、２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレ
ンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、１，３－ビスイソシアナトメチルシ
クロヘキサン、ヘキサメチレンジイソシアネート、テトラメチルキシリレンジイソシアネ
ート、ｍ－イソプロペニル－α，α－ジメチルベンジルイソシアネート、メチレンビス４
－フェニルイソシアネート、ｐ－フェニレンジイソシアネートまたはこれらの２量体やイ
ソシアヌル酸トリス（６－インシアネートヘキシル）などの３量体、さらにはこれらのビ
ウレットやトリメチロールプロパンなどの多価アルコールや多価アミンと反応させたもの
などがあげられる。またイソシアネート系架橋剤としては、イソシアヌル酸トリス（６－
インシアネートヘキシル）などのイソシアネート基を３個以上有するものが好ましい。イ
ソシアネート系形成材としては、例えば、イソシアネート系接着剤として用いられるもの
があげられる。
【０１２１】
　イソシアネート系形成材のなかでも、本発明では、分子構造的に環状構造（ベンゼン環
、シアヌレート環、イソシアヌレート環等）が構造中で占める割合の大きなリジットな構
造のものを使用することが好ましい。イソシアネート系形成材としては、例えば、トリメ
チロールプロパン－トリ－トリレンイソシアネート、トリス（ヘキサメチレンイソシアネ
ート）イソシアヌレート等が好まし用いられる。
【０１２２】
　なお前記イソシアネート系架橋剤は、末端イソシアネート基に保護基を付与したものを
用いることもできる。保護基としてはオキシムやラクタムなどがある。イソシアネート基
を保護したものは、加熱することによりイソシアネート基から保護基を解離させ、イソシ
アネート基が反応するようになる。
【０１２３】
　さらにイソシアネート基の反応性をあげるために反応触媒を用いることができる。反応
触媒は特に制限されないが、スズ系触媒またはアミン系触媒が好適である。反応触媒は１
種または２種以上を用いることができる。反応触媒の使用量は、通常、イソシアネート系
架橋剤１００重量部に対して、５重量部以下で使用される。反応触媒量が多いと、架橋反
応速度が速くなり形成材の発泡が起こる。発泡後の形成材を使用しても十分な接着性は得
られない。通常、反応触媒を使用する場合には、０．０１～５重量部、さらには０．０５
～４重量部が好ましい。
【０１２４】
　スズ系触媒としては、無機系、有機系のいずれも使用できるが有機系が好ましい。無機
系スズ系触媒としては、例えば、塩化第一スズ、塩化第二スズ等があげられる。有機系ス
ズ系触媒は、メチル基、エチル基、エーテル基、エステル基などの骨格を有する脂肪族基
、脂環族基などの有機基を少なくとも１つ有するものが好ましい。例えば、テトラ－ｎ－
ブチルスズ、トリ－ｎ－ブチルスズアセテート、ｎ－ブチルスズトリクロライド、トリメ
チルスズハイドロオキサイド、ジメチルスズジクロライド、ジブチルスズジラウレート等
があげられる。
【０１２５】
　またアミン系触媒としては、特に制限されない。例えば、キノクリジン、アミジン、ジ
アザビシクロウンデセンなどの脂環族基等の有機基を少なくとも１つ有するものが好まし
い。その他、アミン系触媒としては、トリエチルアミン等があげられる。また前記以外の
反応触媒としては、ナフテン酸コバルト、ベンジルトリメチルアンモニウムハイドロオキ
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サイド等が例示できる。
【０１２６】
　イソシアネート系形成材は、通常、溶液として用いられる。溶液は溶剤系であってもよ
いし、エマルジョン、コロイド分散液、水溶液等の水系であってもよい。有機溶剤として
は、形成材を構成する成分を均一に溶解すれば特に制限はない。有機溶剤としては、例え
ば、トルエン、メチルエチルケトン、酢酸エチル等があげられる。なお、水系にする場合
にも、例えば、ｎ－ブチルアルコール、イソプロピルアルコール等のアルコール類、アセ
トン等のケトン類を配合することもできる。水系にする場合には、分散剤を用いたり、イ
ソシアネート系架橋剤に、カルボン酸塩、スルホン酸塩、４級アンモニウム塩等のイソシ
アネート基と反応性の低い官能基や、ポリエチレングリコール等の水分散性成分を導入す
ることにより行うことができる。
【０１２７】
　シアノアクリレート系形成材、エポキシ系形成材、またはイソシアネート系形成材によ
る透明樹脂層の形成は、前記形成材の種類に応じて適宜に選択することができるが、通常
は、３０～１００℃程度、好ましくは５０～８０℃で、０．５～１５分間程度乾燥するこ
とにより行う。なお、シアノアクリレート系形成材の場合には、硬化が早いため、前記時
間より短い時間により、透明樹脂層を形成することができる。
【０１２８】
　透明樹脂層は、硬化性成分を含有しない形成材から形成されていてもよく、例えば前記
ポリビニルアルコール系樹脂を主成分として含有する形成材から形成されてもよい。透明
樹脂層を形成するポリビニルアルコール系樹脂は、「ポリビニルアルコール系樹脂」であ
る限り、偏光子が含有するポリビニルアルコール系樹脂と同一でも異なっていてもよい。
【０１２９】
　前記ポリビニルアルコール系樹脂としては、例えば、ポリビニルアルコールが挙げられ
る。ポリビニルアルコールは、ポリ酢酸ビニルをケン化することにより得られる。また、
ポリビニルアルコール系樹脂としては、酢酸ビニルと共重合性を有する単量体との共重合
体のケン化物が挙げられる。前記共重合性を有する単量体がエチレンの場合には、エチレ
ン－ビニルアルコール共重合体が得られる。また、前記共重合性を有する単量体としては
、（無水）マレイン酸、フマール酸、クロトン酸、イタコン酸、（メタ）アクリル酸等の
不飽和カルボン酸およびそのエステル類；エチレン、プロピレン等のα－オレフィン、（
メタ）アリルスルホン酸（ソーダ）、スルホン酸ソーダ（モノアルキルマレート）、ジス
ルホン酸ソーダアルキルマレート、Ｎ－メチロールアクリルアミド、アクリルアミドアル
キルスルホン酸アルカリ塩、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルピロリドン誘導体等が挙
げられる。これらポリビニルアルコール系樹脂は一種を単独で又は二種以上を併用するこ
とができる。前記透明樹脂層の結晶融解熱量を３０ｍｊ／ｍｇ以上に制御して、耐湿熱性
や耐水性を満足させる観点から、ポリ酢酸ビニルをケン化して得られたポリビニルアルコ
ールが好ましい。
【０１３０】
　前記ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、例えば、９５％以上のものを用いるこ
とができるが、前記透明樹脂層の結晶融解熱量を３０ｍｊ／ｍｇ以上に制御して、耐湿熱
性や耐水性を満足させる観点からは、ケン化度は９９．０％以上が好ましく、さらには９
９．７％以上が好ましい。ケン化度は、ケン化によりビニルアルコール単位に変換され得
る単位の中で、実際にビニルアルコール単位にケン化されている単位の割合を表したもの
であり、残基はビニルエステル単位である。ケン化度は、ＪＩＳ Ｋ ６７２６－１９９４
に準じて求めることができる。
【０１３１】
　前記ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は、例えば、５００以上のものを用いる
ことができるが、前記透明樹脂層の結晶融解熱量を３０ｍｊ／ｍｇ以上に制御して、耐湿
熱性や耐水性を満足させる観点からは、平均重合度は、１０００以上が好ましく、さらに
は１５００以上が好ましく、さらには２０００以上が好ましい。ポリビニルアルコール系
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樹脂の平均重合度はＪＩＳ－Ｋ６７２６に準じて測定される。
【０１３２】
　また前記ポリビニルアルコール系樹脂としては、前記ポリビニルアルコールまたはその
共重合体の側鎖に親水性の官能基を有する変性ポリビニルアルコール系樹脂を用いること
ができる。前記親水性の官能基としては、例えば、アセトアセチル基、カルボニル基等が
挙げられる。その他、ポリビニルアルコール系樹脂をアセタール化、ウレタン化、エーテ
ル化、グラフト化、リン酸エステル化等した変性ポリビニルアルコールを用いることがで
きる。
【０１３３】
　前記ポリビニルアルコール系樹脂を主性分として含有する形成材には、硬化性成分（架
橋剤）等を含有することができる。透明樹脂層または形成材（固形分）中のポリビニルア
ルコール系樹脂の割合は、８０重量％以上であるのが好ましく、さらには９０重量％以上
、さらには９５重量％以上であるのが好ましい。但し、前記形成材には、透明樹脂層の結
晶融解熱量を３０ｍｊ／ｍｇ以上に制御しやすい観点から、硬化性成分（架橋剤）を含有
しないことが好ましい。
【０１３４】
　架橋剤としては、ポリビニルアルコール系樹脂と反応性を有する官能基を少なくとも２
つ有する化合物を使用できる。たとえば、エチレンジアミン、トリエチレンジアミン、ヘ
キサメチレンジアミン等のアルキレン基とアミノ基を２個有するアルキレンジアミン類；
トリレンジイソシアネート、水素化トリレンジイソシアネート、トリメチロールプロパン
トリレンジイソシアネートアダクト、トリフェニルメタントリイソシアネート、メチレン
ビス（４－フェニルメタントリイソシアネート、イソホロンジイソシアネートおよびこれ
らのケトオキシムブロック物またはフェノールブロック物等のイソシアネート類；エチレ
ングリコールジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、グ
リセリンジまたはトリグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエー
テル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ジグリシジルアニリン、ジグリ
シジルアミン等のエポキシ類；ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、プロピオンアルデ
ヒド、ブチルアルデヒド等のモノアルデヒド類；グリオキザール、マロンジアルデヒド、
スクシンジアルデヒド、グルタルジアルデヒド、マレインジアルデヒド、フタルジアルデ
ヒド等のジアルデヒド類；メチロール尿素、メチロールメラミン、アルキル化メチロール
尿素、アルキル化メチロール化メラミン、アセトグアナミン、ベンゾグアナミンとホルム
アルデヒドとの縮合物等のアミノ－ホルムアルデヒド樹脂；アジピン酸ジヒドラジド、シ
ュウ酸ジヒドラジド、マロン酸ジヒドラジド、コハク酸ジヒドラジド、グルタル酸ジヒド
ラジド、イソフタル酸ジヒドラジド、セバシン酸ジヒドラジド、マレイン酸ジヒドラジド
、フマル酸ジヒドラジド、イタコン酸ジヒドラジドなどのジカルボン酸ジヒドラジド；エ
チレン－１，２－ジヒドラジン、プロピレン－１，３－ジヒドラジン、ブチレン－１，４
－ジヒドラジンなどの水溶性ジヒドラジンがあげられる。これらのなかでもアミノ－ホル
ムアルデヒド樹脂や水溶性ジヒドラジンが好ましい。アミノ－ホルムアルデヒド樹脂とし
てはメチロール基を有する化合物が好ましい。なかでもメチロール基を有する化合物であ
る、メチロールメラミンが特に好適である。
【０１３５】
　前記硬化性成分（架橋剤）は、耐水性向上の観点から用いることができるが、その割合
は、ポリビニルアルコール系樹脂１００重量部に対して、２０重量部以下、１０重量部以
下、５重量部以下であるのが好ましい。
【０１３６】
　前記形成材は、前記ポリビニルアルコール系樹脂を溶媒に溶解させた溶液として調整さ
れる。溶媒としては、例えば、水、ジメチルスルホキシド、ジメチルホルムアミド、ジメ
チルアセトアミドＮ－メチルピロリドン、各種グリコール類、アルコール類等の多価アル
コール類、エチレンジアミン、ジエチレントリアミン等のアミン類が挙げられる。これら
は単独で、または、二種以上組み合わせて用いることができる。これらの中でも、溶剤と
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して水を用いた水溶液として用いるのが好ましい。前記形成材（例えば水溶液）における
、前記ポリビニルアルコール系樹脂の濃度は、特に制限はないが、塗工性や放置安定性等
を考慮すれば、０．１～１５重量％、好ましくは０．５～１０重量％である。
【０１３７】
　なお、前記形成材（例えば水溶液）には、添加剤としては、例えば、可塑剤、界面活性
剤等が挙げられる。可塑剤としては、例えば、エチレングリコールやグリセリン等の多価
アルコールが挙げられる。界面活性剤としては、例えば、非イオン界面活性剤が挙げられ
る。さらにシランカップリング剤、チタンカップリング剤などのカップリング剤、各種粘
着付与剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、耐熱安定剤、耐加水分解安定剤などの安定剤等を
配合することもできる。
【０１３８】
　前記透明樹脂層は、前記形成材を、偏光子の他の片面（保護フィルムを積層していない
面）に、塗布して乾燥することにより形成することができる。塗布操作は特に制限されず
、任意の適切な方法を採用することができる。例えば、ロールコート法、スピンコート法
、ワイヤーバーコート法、ディップコート法、ダイコート法、カーテンコート法、スプレ
ーコート法、ナイフコート法（コンマコート法等）等各種手段を採用できる。
【０１３９】
　前記透明樹脂層としては、紫外線硬化型アクリル系樹脂、紫外線硬化型エポキシ系樹脂
、ウレタン系樹脂またはポリビニルアルコール系樹脂から形成されていることが好ましい
。ウレタン系樹脂層は前記イソシアネート系形成材から形成される。
【０１４０】
　＜粘着剤層＞
　粘着剤層の形成には、適宜な粘着剤を用いることができ、その種類について特に制限は
ない。粘着剤としては、ゴム系粘着剤、アクリル系粘着剤、シリコーン系粘着剤、ウレタ
ン系粘着剤、ビニルアルキルエーテル系粘着剤、ポリビニルアルコール系粘着剤、ポリビ
ニルピロリドン系粘着剤、ポリアクリルアミド系粘着剤、セルロース系粘着剤などがあげ
られる。
【０１４１】
　これら粘着剤のなかでも、光学的透明性に優れ、適宜な濡れ性と凝集性と接着性の粘着
特性を示して、耐候性や耐熱性などに優れるものが好ましく使用される。このような特徴
を示すものとしてアクリル系粘着剤が好ましく使用される。
【０１４２】
　粘着剤層を形成する方法としては、例えば、前記粘着剤を剥離処理したセパレータなど
に塗布し、重合溶剤などを乾燥除去して粘着剤層を形成した後に、図２（Ａ）の態様では
偏光子（または図２（Ｂ）の態様では保護フィルム）に転写する方法、または図２（Ａ）
の態様では偏光子（または図２（Ｂ）の態様では保護フィルム）に前記粘着剤を塗布し、
重合溶剤などを乾燥除去して粘着剤層を偏光子に形成する方法などにより作製される。な
お、粘着剤の塗布にあたっては、適宜に、重合溶剤以外の一種以上の溶剤を新たに加えて
もよい。
【０１４３】
　剥離処理したセパレータとしては、シリコーン剥離ライナーが好ましく用いられる。こ
のようなライナー上に本発明の粘着剤を塗布、乾燥させて粘着剤層を形成する工程におい
て、粘着剤を乾燥させる方法としては、目的に応じて、適宜、適切な方法が採用され得る
。好ましくは、上記塗布膜を過熱乾燥する方法が用いられる。加熱乾燥温度は、好ましく
は４０℃～２００℃であり、さらに好ましくは、５０℃～１８０℃であり、特に好ましく
は７０℃～１７０℃である。加熱温度を上記の範囲とすることによって、優れた粘着特性
を有する粘着剤を得ることができる。
【０１４４】
　乾燥時間は、適宜、適切な時間が採用され得る。上記乾燥時間は、好ましくは５秒～２
０分、さらに好ましくは５秒～１０分、特に好ましくは、１０秒～５分である。
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【０１４５】
　粘着剤層の形成方法としては、各種方法が用いられる。具体的には、例えば、ロールコ
ート、キスロールコート、グラビアコート、リバースコート、ロールブラッシュ、スプレ
ーコート、ディップロールコート、バーコート、ナイフコート、エアーナイフコート、カ
ーテンコート、リップコート、ダイコーターなどによる押出しコート法などの方法があげ
られる。
【０１４６】
　粘着剤層の厚さは、剥がれ抑制の観点から１μｍ以上であることが好ましく、さらには
５μｍ以上であることが好ましい。一方、粘着剤の厚みが厚すぎると、偏光フィルムを液
晶セルに貼り合せた後に加わる機械的衝撃によって偏光子が大きく曲がることでナノスリ
ットが発生しやすくなるため４０μｍであることが好ましく、さらには３５μｍ以下、さ
らに好ましくは２５μｍ以下である。また、熱衝撃によって偏光子の収縮を抑制する観点
からも粘着剤層の厚さは３５μｍ以下であるとこが好ましい。
【０１４７】
　前記粘着剤層は、２３℃における貯蔵弾性率が１.０×１０４Ｐａ以上であることが、
粘着剤層付偏光フィルムが偏光子側に凸折れによる負荷がかからないようにして、耐クラ
ック性（ナノスリットの発生抑制）を確保するうえで好ましい。前記粘着剤層の貯蔵弾性
率は５.０×１０４Ｐａ以上であるのが好ましい。一方、前記粘着剤層の貯蔵弾性率が大
きくなると、硬くなりすぎて、リワーク性が悪くなる傾向があるため、前記前記粘着剤層
の貯蔵弾性率は１×１０８Ｐａ以下であるのが好ましく、さらには１×１０７ＰａＰａ以
下であるのが好ましい。
【０１４８】
　前記粘着剤層が露出する場合には、実用に供されるまで剥離処理したシート（セパレー
タ）で粘着剤層を保護してもよい。
【０１４９】
　セパレータの構成材料としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリエステルフィルムなどのプラスチックフィルム、紙、布、不織布
などの多孔質材料、ネット、発泡シート、金属箔、およびこれらのラミネート体などの適
宜な薄葉体などをあげることができるが、表面平滑性に優れる点からプラスチックフィル
ムが好適に用いられる。
【０１５０】
　そのプラスチックフィルムとしては、前記粘着剤層を保護し得るフィルムであれば特に
限定されず、例えば、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィ
ルム、ポリブタジエンフィルム、ポリメチルペンテンフイルム、ポリ塩化ビニルフィルム
、塩化ビニル共重合体フィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテ
レフタレートフィルム、ポリウレタンフィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体フィルム
などがあげられる。
【０１５１】
　前記セパレータの厚みは、通常５～２００μｍ、好ましくは５～１００μｍ程度である
。前記セパレータには、必要に応じて、シリコーン系、フッ素系、長鎖アルキル系もしく
は脂肪酸アミド系の離型剤、シリカ粉などによる離型および防汚処理や、塗布型、練り込
み型、蒸着型などの帯電防止処理もすることもできる。特に、前記セパレータの表面にシ
リコーン処理、長鎖アルキル処理、フッ素処理などの剥離処理を適宜おこなうことにより
、前記粘着剤層からの剥離性をより高めることができる。
【０１５２】
　＜表面保護フィルム＞
　片保護偏光フィルム、粘着剤層付偏光フィルムには、表面保護フィルムを設けることが
できる。表面保護フィルムは、通常、基材フィルムおよび粘着剤層を有し、当該粘着剤層
を介して偏光子を保護する。
【０１５３】
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　表面保護フィルムの基材フィルムとしては、検査性や管理性などの観点から、等方性を
有する又は等方性に近いフィルム材料が選択される。そのフィルム材料としては、例えば
、ポリエチレンテレフタレートフィルム等のポリエステル系樹脂、セルロース系樹脂、ア
セテート系樹脂、ポリエーテルサルホン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリアミド系
樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、アクリル系樹脂のような透明なポリマ
ーがあげられる。これらのなかでもポリエステル系樹脂が好ましい。基材フィルムは、１
種または２種以上のフィルム材料のラミネート体として用いることもでき、また前記フィ
ルムの延伸物を用いることもできる。基材フィルムの厚さは、一般的には、５００μｍ以
下、好ましくは１０～２００μｍである。
【０１５４】
　表面保護フィルムの粘着剤層を形成する粘着剤としては、（メタ）アクリル系ポリマー
、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリエーテル、フ
ッ素系やゴム系などのポリマーをベースポリマーとする粘着剤を適宜に選択して用いるこ
とができる。透明性、耐候性、耐熱性などの観点から、アクリル系ポリマーをベースポリ
マーとするアクリル系粘着剤が好ましい。粘着剤層の厚さ（乾燥膜厚）は、必要とされる
粘着力に応じて決定される。通常１～１００μｍ程度、好ましくは５～５０μｍである。
【０１５５】
　なお、表面保護フィルムには、基材フィルムにおける粘着剤層を設けた面の反対面に、
シリコーン処理、長鎖アルキル処理、フッ素処理などの低接着性材料により、剥離処理層
を設けることができる。
【０１５６】
　＜他の光学層＞
　本発明の片保護偏光フィルム、粘着剤層付偏光フィルムは、実用に際して他の光学層と
積層した光学フィルムとして用いることができる。その光学層については特に限定はない
が、例えば反射板や半透過板、位相差板（１／２や１／４などの波長板を含む）、視角補
償フィルムなどの液晶表示装置などの形成に用いられることのある光学層を１層または２
層以上用いることができる。特に、本発明の片保護偏光フィルムに更に反射板または半透
過反射板が積層されてなる反射型偏光フィルムまたは半透過型偏光フィルム、偏光フィル
ムに更に位相差板が積層されてなる楕円偏光フィルムまたは円偏光フィルム、偏光フィル
ムに更に視角補償フィルムが積層されてなる広視野角偏光フィルム、あるいは偏光フィル
ムに更に輝度向上フィルムが積層されてなる偏光フィルムが好ましい。
【０１５７】
　片保護偏光フィルム、粘着剤層付偏光フィルムに上記光学層を積層した光学フィルムは
、液晶表示装置などの製造過程で順次別個に積層する方式にても形成することができるが
、予め積層して光学フィルムとしたものは、品質の安定性や組立作業などに優れていて液
晶表示装置などの製造工程を向上させうる利点がある。積層には粘着剤層などの適宜な接
着手段を用いうる。上記の粘着剤層付偏光フィルムやその他の光学フィルムの接着に際し
、それらの光学軸は目的とする位相差特性などに応じて適宜な配置角度とすることができ
る。
【０１５８】
　本発明の片保護偏光フィルム、粘着剤層付偏光フィルムまたは光学フィルムは液晶表示
装置、有機ＥＬ表示装置などの各種画像表示装置の形成などに好ましく用いることができ
る。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる。すなわち液晶表示装置は一般に、液
晶セルと粘着剤層付偏光フィルムまたは光学フィルム、及び必要に応じての照明システム
などの構成部品を適宜に組立てて駆動回路を組込むことなどにより形成されるが、本発明
においては本発明による、片保護偏光フィルム、粘着剤層付偏光フィルムまたは光学フィ
ルムを用いる点を除いて特に限定はなく、従来に準じうる。液晶セルについても、例えば
ＩＰＳ型、ＶＡ型などの任意なタイプのものを用いうるが、特にＩＰＳ型に好適である。
【０１５９】
　液晶セルの片側又は両側に片保護偏光フィルム、粘着剤層付偏光フィルムまたは光学フ
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ィルムを配置した液晶表示装置や、照明システムにバックライトあるいは反射板を用いた
ものなどの適宜な液晶表示装置を形成することができる。その場合、本発明による粘着剤
層付偏光フィルムまたは光学フィルムは液晶セルの片側又は両側に設置することができる
。両側に片保護偏光フィルム、粘着剤層付偏光フィルムまたは光学フィルムを設ける場合
、それらは同じものであってもよいし、異なるものであってもよい。さらに、液晶表示装
置の形成に際しては、例えば拡散板、アンチグレア層、反射防止膜、保護板、プリズムア
レイ、レンズアレイシート、光拡散板、バックライトなどの適宜な部品を適宜な位置に１
層又は２層以上配置することができる。
【０１６０】
＜画像表示装置の連続製造方法＞
　上記の画像表示装置は、本発明の粘着剤層付偏光フィルムの巻回体（ロール）から繰り
出され、前記セパレータにより搬送された前記粘着剤層付偏光フィルムを、前記粘着剤層
を介して画像表示パネルの表面に連続的に貼り合せる工程を含む連続製造方法（ロール・
トゥ・パネル方式）にて製造されることが好ましい。本発明の粘着剤層付偏光フィルムは
非常に薄いフィルムであるため、シート状に切断（枚葉切断）したうえで画像表示パネル
に１枚ずつ貼り合せる方式（「シート・トゥ・パネル方式」ともいう。）によると、シー
トの搬送や表示パネルへの貼合せ時のハンドリングが難しく、それらの過程で粘着剤層付
偏光フィルム（シート）が大きな機械的衝撃（例えば、吸着による撓み等）を受けるリス
クが高くなる。このようなリスクを低減するには、例えば基材フィルムの厚みが５０μｍ
以上の厚めの表面保護フィルムを用いる等の対策が別途必要となる。一方、ロール・トゥ
・パネル方式によれば、粘着剤層付偏光フィルムがシート状に切断（枚葉切断）されるこ
となく、連続状のセパレータによりロールから画像表示パネルまで安定的に搬送され、そ
のまま画像表示パネルに貼り合わされるため、厚めの表面保護フィルムを用いることなく
、上記リスクを大幅に低減することができる。その結果、透明樹脂層により機械的衝撃を
緩和することができることと相まって、ナノスリットの発生が効果的に抑制された画像表
示パネルを高速連続生産することができる。
【０１６１】
　図８は、ロール・トゥ・パネル方式を採用した液晶表示装置の連続製造システムの一例
を示す概略図である。
　液晶表示装置の連続製造システム１００は、図８に示すように、液晶表示パネルＰを搬
送する一連の搬送部Ｘ、第１偏光フィルム供給部１０１ａ、第１貼合部２０１ａ、第２偏
光フィルム供給部１０１ｂ、及び第２貼合部２０１ｂを含む。
　なお、第１粘着剤層付偏光フィルムの巻回体（第１ロール）２０ａ及び第２粘着剤層付
偏光フィルムの巻回体（第２ロール）２０ｂとしては、長手方向に吸収軸を有し、かつ図
２（Ａ）に記載の態様のものを用いる。
【０１６２】
（搬送部）
　搬送部Ｘは、液晶表示パネルＰを搬送する。搬送部Ｘは、複数の搬送ローラおよび吸着
プレート等を有して構成される。搬送部Ｘは、第１貼合部２０１ａと第２貼合部２０１ｂ
との間に、液晶表示パネルＰの搬送方向に対して液晶表示パネルＰの長辺と短辺との配置
関係を入れ替える配置入替部（例えば、液晶表示パネルＰを９０°水平回転させる）３０
０を含む。これにより、液晶表示パネルＰに対して第１粘着剤層付偏光フィルム２１ａ及
び第２粘着剤層付偏光フィルム２１ｂをクロスニコルの関係で貼り合せることができる。
【０１６３】
（第１偏光フィルム供給部）
　第１偏光フィルム供給部１０１ａは、第１ロール２０ａから繰り出され、セパレータ５
ａにより搬送された第１粘着剤層付偏光フィルム（表面保護フィルム付）２１ａを第１貼
合部２０１ａに連続的に供給する。第１偏光フィルム供給部１０１ａは、第１繰出部１５
１ａ、第１切断部１５２ａ、第１剥離部１５３ａ、第１巻取部１５４ａ、および複数の搬
送ローラ部、ダンサーロール等のアキュムレート部等を有する。
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【０１６４】
　第１繰出部１５１ａは、第１ロール２０ａが設置される繰出軸を有し、第１ロール２０
ａからセパレータ５ａが設けられた帯状の粘着剤層付偏光フィルム２１ａを繰り出す。
【０１６５】
　第１切断部１５２ａは、カッター、レーザー装置等の切断手段および吸着手段を有する
。第１切断部１５２ａは、セパレータ５ａを残しつつ帯状の第１粘着剤層付偏光フィルム
２１ａを所定の長さで幅方向に切断する。ただし、第１ロール２０ａとして、複数の切込
線が所定の長さで幅方向に形成された帯状の粘着剤層付偏光フィルム２１ａがセパレータ
５ａ上に積層されたもの（切り目入りの光学フィルムロール）を用いた場合、第１切断部
１５２ａは不要となる（後述する第２切断部１５２ｂについても同様）。
【０１６６】
　第１剥離部１５３ａは、セパレータ５ａを内側にして折り返すことで、セパレータ５ａ
から第１粘着剤層付偏光フィルム２１ａを剥離する。第１剥離部１５３ａとしては、楔型
部材、ローラなどが挙げられる。
【０１６７】
　第１巻取部１５４ａは、第１粘着剤層付偏光フィルム２１ａが剥離されたセパレータ５
ａを巻き取る。第１巻取部１５４ａはセパレータ５ａを巻き取るためのロールが設置され
る巻取軸を有する。
【０１６８】
（第１貼合部）
　第１貼合部２０１ａは、搬送部Ｘによって搬送された液晶表示パネルＰに、第１剥離部
１５３ａによって剥離された第１粘着剤層付偏光フィルム２１ａを、第１粘着剤層付偏光
フィルム２１ａの粘着剤層を介して連続的に貼り合わせる（第１貼合工程）。第１貼合部
８１は、一対の貼合ローラを有して構成され、貼合ローラの少なくとも一方が駆動ローラ
で構成される。
【０１６９】
（第２偏光フィルム供給部）
　第２偏光フィルム供給部１０１ｂは、第２ロール２０ｂから繰り出され、セパレータ５
ｂにより搬送された第２粘着剤層付偏光フィルム（表面保護フィルム付）２１ｂを第２貼
合部２０１ｂに連続的に供給する。第２偏光フィルム供給部１０１ｂは、第２繰出部１５
１ｂ、第２切断部１５２ｂ、第２剥離部１５３ｂ、第２巻取部１５４ｂ、および複数の搬
送ローラ部、ダンサーロール等のアキュムレート部等を有する。なお、第２繰出部１５１
ｂ、第２切断部１５２ｂ、第２剥離部１５３ｂ、第２巻取部１５４ｂは、それぞれ第１繰
出部１５１ａ、第１切断部１５２ａ、第１剥離部１５３ａ、第１巻取部１５４ａと同様の
構成および機能を有する。
【０１７０】
（第２貼合部）
第２貼合部２０１ｂは、搬送部Ｘによって搬送された液晶表示パネルＰに、第２剥離部１
５３ｂによって剥離された第２粘着剤層付偏光フィルム２１ｂを、第２粘着剤層付偏光フ
ィルム２１ｂの粘着剤層を介して連続的に貼り合わせる（第２貼合工程）。第２貼合部２
０１ｂは、一対の貼合ローラを有して構成され、貼合ローラの少なくとも一方が駆動ロー
ラで構成される。
【実施例】
【０１７１】
　以下に、本発明を実施例を挙げて説明するが、本発明は以下に示した実施例に制限され
るものではない。なお、各例中の部および％はいずれも重量基準である。以下に特に規定
のない室温放置条件は全て２３℃６５％ＲＨである。
【０１７２】
　＜偏光子の作製＞
　（偏光子Ａ０の作製）
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　吸水率０．７５％、Ｔｇ７５℃の非晶質のイソフタル酸共重合ポリエチレンテレフタレ
ート（ＩＰＡ共重合ＰＥＴ）フィルム（厚み：１００μｍ）基材の片面に、コロナ処理を
施し、このコロナ処理面に、ポリビニルアルコール（重合度４２００、ケン化度９９．２
モル％）およびアセトアセチル変性ＰＶＡ（重合度１２００、アセトアセチル変性度４．
６％、ケン化度９９．０モル％以上、日本合成化学工業社製、商品名「ゴーセファイマー
Ｚ２００」）を９：１の比で含む水溶液を２５℃で塗布および乾燥して、厚み１１μｍの
ＰＶＡ系樹脂層を形成し、積層体を作製した。
　得られた積層体を、１２０℃のオーブン内で周速の異なるロール間で縦方向（長手方向
）に２．０倍に自由端一軸延伸した（空中補助延伸処理）。
　次いで、積層体を、液温３０℃の不溶化浴（水１００重量部に対して、ホウ酸を４重量
部配合して得られたホウ酸水溶液）に３０秒間浸漬させた（不溶化処理）。
　次いで、液温３０℃の染色浴に、偏光板が所定の透過率となるようにヨウ素濃度、浸漬
時間を調整しながら浸漬させた。本実施例では、水１００重量部に対して、ヨウ素を０．
２重量部配合し、ヨウ化カリウムを１．０重量部配合して得られたヨウ素水溶液に６０秒
間浸漬させた（染色処理）。
　次いで、液温３０℃の架橋浴（水１００重量部に対して、ヨウ化カリウムを３重量部配
合し、ホウ酸を３重量部配合して得られたホウ酸水溶液）に３０秒間浸漬させた（架橋処
理）。
　その後、積層体を、液温７０℃のホウ酸水溶液（水１００重量部に対して、ホウ酸を４
重量部配合し、ヨウ化カリウムを５重量部配合して得られた水溶液）に浸漬させながら、
周速の異なるロール間で縦方向（長手方向）に総延伸倍率が５．５倍となるように一軸延
伸を行った（水中延伸処理）。
　その後、積層体を液温３０℃の洗浄浴（水１００重量部に対して、ヨウ化カリウムを４
重量部配合して得られた水溶液）に浸漬させた（洗浄処理）。
　以上により、厚み５μｍの偏光子を含む光学フィルム積層体を得た。
【０１７３】
　（偏光子Ａ０～Ａ３の作製）
　上記の偏光子Ａ０の作製において、製造条件を表１に示すように変えたこと以外は偏光
子Ａ０の作製と同様にして、偏光子Ａ１～Ａ３を作製した。偏光子Ａ１～Ａ３の厚み、光
学特性（単体透過率、偏光度）、ホウ酸濃度を表１に示す。
【０１７４】
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【表１】

【０１７５】
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　（偏光子Ｂ（厚さ１２μｍの偏光子）の作製）
　平均重合度２４００、ケン化度９９．９モル％の厚み３０μｍのポリビニルアルコール
フィルムを、３０℃の温水中に６０秒間浸漬し膨潤させた。次いで、ヨウ素／ヨウ化カリ
ウム（重量比＝０．５／８）の濃度０．３％の水溶液に浸漬し、３．５倍まで延伸させな
がらフィルムを染色した。その後、６５℃のホウ酸エステル水溶液中で、総延伸倍率が６
倍となるように延伸を行った。延伸後に、４０℃のオーブンにて３分間乾燥を行い、ＰＶ
Ａ系偏光子を得た。得られた偏光子の厚みは１２μｍであった。
【０１７６】
　（偏光子Ｃの作製）
　吸水率０．７５％、Ｔｇ７５℃の非晶質のイソフタル酸共重合ポリエチレンテレフタレ
ート（ＩＰＡ共重合ＰＥＴ）フィルム（厚み：１３０μｍ）基材の片面に、コロナ処理を
施し、このコロナ処理面に、ポリビニルアルコール（重合度４２００、ケン化度９９．２
モル％）およびアセトアセチル変性ＰＶＡ（重合度１２００、アセトアセチル変性度４．
６％、ケン化度９９．０モル％以上、日本合成化学工業社製、商品名「ゴーセファイマー
Ｚ２００」）を９：１の比で含む水溶液を２５℃で塗布および乾燥して、厚み１１μｍの
ＰＶＡ系樹脂層を形成し、積層体を作製した。
　得られた積層体を、同時二軸延伸機を用いて、１１０℃で、第１の方向（ＭＤ）に３０
％収縮させると同時に、第２の方向（ＴＤ）に５．０倍に空中延伸した（延伸処理）。
　次いで、積層体を、２５℃のヨウ素水溶液（ヨウ素濃度：０．２重量％、ヨウ化カリウ
ム濃度：１．４重量％）に４０秒間浸漬させた（染色処理）。
　染色後の積層体を、６０℃のホウ酸水溶液（ホウ酸濃度：５重量％、ヨウ化カリウム濃
度：５重量％）に８０秒間浸漬させた（架橋処理）。
　架橋処理後、積層体を、２５℃のヨウ化カリウム水溶液（ヨウ化カリウム濃度：５重量
％）に２０秒間浸漬させた（洗浄処理）。
　以上により、厚み３μｍの偏光子を含む光学フィルム積層体を得た。
【０１７７】
　＜保護フィルム＞
　アクリルフィルム１：厚み４０μｍのラクトン環構造を有する（メタ）アクリル樹脂フ
ィルムの易接着処理面にコロナ処理を施して用いた。
【０１７８】
　アクリルフィルム２：厚み６０μｍのラクトン環構造を有する（メタ）アクリル樹脂フ
ィルムの易接着処理面にコロナ処理を施して用いた。
【０１７９】
　アクリルフィルム３：厚み２０μｍのラクトン環構造を有する（メタ）アクリル樹脂フ
ィルムの易接着処理面にコロナ処理を施して用いた。
【０１８０】
　ＴＡＣ１：厚み６０μｍのトリアセチルセルロースフィルムを用いた。
【０１８１】
　ＴＡＣ２：厚み４０μｍのトリアセチルセルロースフィルムを用いた。
【０１８２】
　＜保護フィルムに適用する接着剤の作製＞
　（アクリル接着剤１）
　前記透明樹脂層の形成材のアクリル系形成材の組成（アクリル１）と同じである。
【０１８３】
　（アクリル接着剤２）
　Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミド（興人社製、商品名「ＨＥＡＡ」）　１２．５部
　アクリロイルモルホリン（興人社製、商品名「ＡＣＭＯ（登録商標）」）　２５部
　ジメチロール-トリシクロデカンジアクリレート（共栄社化学社製、商品名「ライトア
クリレートＤＣＰ－Ａ」）　６２．５部
　光ラジカル重合開始剤（２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォ
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リノプロパン－１－オン，ＢＡＳＦ社製，商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７」）　２部
　光増感剤（ジエチルチオキサントン、日本化薬社製、商品名「ＫＡＹＡＣＵＲＥ　ＤＥ
ＴＸ－Ｓ」）　２部
【０１８４】
　（アクリル接着剤３）
　Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミド（興人社製、商品名「ＨＥＡＡ」）　１２．５部
　２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート（東亜合成社製、商品名「アロ
ニックス（登録商標）Ｍ－５７００」　２５部
　１，９－ノナンジオールジアクリレート（共栄社化学社製、商品名「ライトアクリレー
ト１．９ＮＤ－Ａ」）　４０部
　ジメチロール－トリシクロデカンジアクリレート（共栄社化学社製、商品名「ライトア
クリレートＤＣＰ－Ａ」）　２２．５部
　光ラジカル重合開始剤（２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォ
リノプロパン－１－オン、ＢＡＳＦ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７」）　３部
　光増感剤（ジエチルチオキサントン、日本化薬社製、商品名「ＫＡＹＡＣＵＲＥ　ＤＥ
ＴＸ－Ｓ」）　２部
【０１８５】
　（エポキシ接着剤３）
　前記透明樹脂層の形成材のエポキシ系形成材の組成（エポキシ１）と同じである。
【０１８６】
　（ＰＶＡ接着剤）
　アセトアセチル基を含有するポリビニルアルコール系樹脂（平均重合度：１２００，ケ
ン化度：９８．５モル％，アセトアセチル化度：５モル％）１００部に対し、メチロール
メラミン５０部を、３０℃の温度条件下に、純水に溶解し、固形分濃度３．７％に調整し
た水溶液を調製した。前記水溶液１００部に対し、アルミナコロイド水溶液（平均粒子径
１５ｎｍ，固形分濃度１０％，正電荷）１８部を加えてＰＶＡ接着剤を調製した。
【０１８７】
　＜透明樹脂層の形成材＞
　（ポリビニルアルコール系形成材：ＰＶＡ１）
　重合度２５００、ケン化度９９．７モル％のポリビニルアルコール樹脂を純水に溶解し
、固形分濃度４重量％の水溶液を調製した。
【０１８８】
　（アクリル系形成材の組成：アクリル１）
　Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミド（興人社製、商品名「ＨＥＡＡ」）　２０部
　ウレタンアクリレート（日本合成化学社製、商品名「ＵＶ－１７００Ｂ」）　８０部
　光ラジカル重合開始剤（２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォ
リノプロパン－１－オン、ＢＡＳＦ社製，商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７」）　３部
　光増感剤（ジエチルチオキサントン、日本化薬社製、商品名「ＫＡＹＡＣＵＲＥ　ＤＥ
ＴＸ－Ｓ」）　２部
【０１８９】
　（エポキシ系形成材の組成：エポキシ１）
　３’，４’－エポキシシクロヘキシルメチル ３，４－エポキシシクロヘキサンカルボ
キシレート（ダイセル化学工業社製、商品名「セロキサイド２０２１Ｐ」）　１００部
　光カチオン重合開始剤（４－（フェニルチオ）フェニルジフェニルスルホニウムヘキサ
フルオロホスフェート、サンアプロ社製、商品名「ＣＰＩ－１００Ｐ」）　１部
【０１９０】
　（活性エネルギー線硬化型形成材の調製）
　上記接着剤、透明樹脂の形成材のなで、アクリル系、エポキシ系の材料はそれぞれ混合
して５０℃で１時間撹拌して、各種の活性エネルギー線硬化型形成材を調製した。
【０１９１】
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　＜粘着剤層の形成＞
　（アクリル粘着剤１）
　≪アクリル系ポリマーの調製≫
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器を備えた４つ口フラスコに、ブチルアクリ
レート９９部およびアクリル酸４－ヒドロキシブチル１部を含有するモノマー混合物を仕
込んだ。さらに、前記モノマー混合物（固形分）１００部に対して、重合開始剤として２
，２´－アゾビスイソブチロニトリル０．１部を酢酸エチルと共に仕込み、緩やかに攪拌
しながら窒素ガスを導入して窒素置換した後、フラスコ内の液温を６０℃付近に保って７
時間重合反応を行った。その後、得られた反応液に、酢酸エチルを加えて、固形分濃度３
０％に調整した、重量平均分子量１４０万のアクリル系ポリマーの溶液を調製した。
【０１９２】
　≪粘着剤組成物の調製≫
　上記アクリル系ポリマー溶液の固形分１００部に対して、エチルメチルピロリジニウム
－ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（東京化成工業製）０．２部およびリチ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（三菱マテリアル電子化成社製）１部
を配合し、さらに、トリメチロールプロパンキシリレンジイソシアネート（三井化学社製
：タケネートＤ１１０Ｎ）０．１部と、ジベンゾイルパーオキサイド０．３部と、γ－グ
リシドキシプロピルメトキシシラン（信越化学工業社製：ＫＢＭ－４０３）０．０７５部
を配合して、アクリル系粘着剤溶液を調製した。
【０１９３】
　（アクリル粘着剤２）
　上記のアクリル系粘着剤１のアクリル系ポリマーの調製において、モノマー混合物とし
てブチルアクリレート６５部、メチルメタクリレート３４部およびアクリル酸４－ヒドロ
キシブチル１部を含有するものを用い、溶媒として酢酸エチルの代わりにトルエンを用い
て重量平均分子量１１０万のアクリル系ポリマーの溶液を調製した。また、粘着剤組成物
の調製において、トリメチロールプロパンキシリレンジイソシアネート（三井化学社製：
タケネートＤ１１０Ｎ）０．１部の代わりにイソシアネート基を有する化合物を主成分と
する架橋剤（日本ポリウレタン（株）製，商品名「コロネートＬ」）１部を用いたこと以
外は、アクリル系粘着剤１と同様にしてアクリル系粘着剤溶液を調製した。
【０１９４】
　（アクリル粘着剤３）
　上記のアクリル系粘着剤１のアクリル系ポリマーの調製において、モノマー混合物とし
てブチルアクリレート９５部、アクリル酸４部およびアクリル酸４－ヒドロキシブチル１
部を含有するものを用い、溶媒として酢酸エチルの代わりにトルエンを用いて重量平均分
子量２２０万のアクリル系ポリマーの溶液を調製した。また、粘着剤組成物の調製におい
て、トリメチロールプロパンキシリレンジイソシアネート（三井化学社製：タケネートＤ
１１０Ｎ）０．１部の代わりにイソシアネート基を有する化合物を主成分とする架橋剤（
日本ポリウレタン（株）製，商品名「コロネートＬ」）０．６部を用いたこと以外は、ア
クリル系粘着剤１と同様にしてアクリル系粘着剤溶液を調製した。
【０１９５】
　実施例１～２８、比較例１～５
（片保護偏光フィルムの作製）
　表１に示す偏光子、接着剤、保護フィルムを用いて片保護偏光フィルムを作製した。得
られた片保護偏光フィルムの光学特性（単体透過率、偏光度）、を表２に示す。なお、実
施例９では２枚の保護フィルムを用いているが、２枚の保護フィルムの積層についても、
表１に記載の接着剤層を用いた。
【０１９６】
　上記において、偏光子Ａ０～Ａ３、Ｃを用いる場合には上記光学フィルム積層体の偏光
子の表面に、表１に示す厚さの接着剤層を介して保護フィルムを貼合せた。次いで、非晶
性ＰＥＴ基材を剥離し、薄型偏光子を用いた片保護偏光フィルムを作製した。偏光子Ｂを



(37) JP 6931518 B2 2021.9.8

10

20

30

40

50

用いる場合にはＰＶＡ系偏光子の片面に、表１に示す厚さ接着剤層を介して保護フィルム
を貼合せた。
【０１９７】
　また、上記において、接着剤がアクリル接着剤１乃至３、エポキシ接着剤１の場合（紫
外線硬化型接着剤の場合）には、当該接着剤を表１に示す硬化後の接着剤層の厚みとなる
ように、偏光子の表面に塗布しながら、上記保護フィルムを貼合せたのち、活性エネルギ
ー線として、紫外線を照射し、接着剤を硬化させた。紫外線照射は、ガリウム封入メタル
ハライドランプ、照射装置：Ｆｕｓｉｏｎ　ＵＶ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ社製のＬｉｇ
ｈｔ　ＨＡＭＭＥＲ１０、バルブ：Ｖバルブ、ピーク照度：１６００ｍＷ／ｃｍ２、積算
照射量１０００／ｍＪ／ｃｍ２（波長３８０～４４０ｎｍ）を使用し、紫外線の照度は、
Ｓｏｌａｔｅｌｌ社製のＳｏｌａ－Ｃｈｅｃｋシステムを使用して測定した。接着剤が、
ＰＶＡ系接着剤の場合には、当該接着剤を表１に示す乾燥後の接着剤層の厚みとなるよう
に、偏光子の表面に塗布しながら、上記保護フィルムを貼合せたのち、６０℃で１分間乾
燥した。
【０１９８】
　＜透明樹脂層付の片保護偏光フィルムを作製＞
　上記片保護偏光フィルムの偏光子の面（透明保護フィルムが設けられていない偏光子面
）に、表２に示す厚さになるように、表２に示す透明樹脂層の形成材を用いて、透明樹脂
層付の片保護偏光フィルムを作製した。
【０１９９】
　上記において、透明樹脂層の形成材として、アクリル１、エポキシ１の形成材を用いる
場合には、ワイヤーバーコーターを用いて、偏光子表面に塗工した後、窒素雰囲気下で活
性エネルギー線を照射することで、透明樹脂層を形成した。なお、活性エネルギー線の照
射は、片保護偏光フィルムの作製で用いたものと同様にして行った。
【０２００】
　また、上記において透明樹脂層の形成材として、ＰＶＡ１を用いる場合には、２５℃に
調整した当該形成材をワイヤーバーで乾燥後の厚みが表２の記載になるように塗布した後
、６０℃で１分間熱風乾燥して、透明樹脂層付の片保護偏光フィルムを作製した。
【０２０１】
　＜粘着剤層付偏光フィルムの作製＞
　上記アクリル系粘着剤１乃至３の溶液を、乾燥後の厚さが５μｍ、１５μｍ、２０μｍ
、または４０μｍになるように、シリコーン系剥離剤で処理されたポリエチレンテレフタ
レートフィルム（セパレータフィルム）の表面に、ファウンテンコータで均一に塗工し、
１５５℃の空気循環式恒温オーブンで２分間乾燥し、セパレータフィルムの表面に粘着剤
層を形成した。
【０２０２】
　次いで、片保護偏光フィルムに形成した透明樹脂層に、上記離型シート（セパレータ）
の剥離処理面に形成した粘着剤層を、表２に示す種類、厚さになるように、貼り合わせて
、粘着剤層付偏光フィルムを作製した。
【０２０３】
　上記実施例および比較例で得られた粘着剤層付偏光フィルムについて下記評価を行った
。結果を表２に示す。
【０２０４】
＜偏光子の単体透過率Ｔおよび偏光度Ｐ＞
　得られた片保護偏光フィルムの単体透過率Ｔおよび偏光度Ｐを、積分球付き分光透過率
測定器（村上色彩技術研究所のＤｏｔ－３ｃ）を用いて測定した。
　なお、偏光度Ｐは、２枚の同じ偏光フィルムを両者の透過軸が平行となるように重ね合
わせた場合の透過率（平行透過率：Ｔｐ）および、両者の透過軸が直交するように重ね合
わせた場合の透過率（直交透過率：Ｔｃ）を以下の式に適用することにより求められるも
のである。偏光度Ｐ（％）＝｛（Ｔｐ－Ｔｃ）／（Ｔｐ＋Ｔｃ）｝１／２×１００
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　各透過率は、グランテラープリズム偏光子を通して得られた完全偏光を１００％として
、ＪＩＳ　Ｚ８７０１の２度視野（Ｃ光源）により視感度補整したＹ値で示したものであ
る。
【０２０５】
　＜偏光子中のホウ酸含有量の測定＞
　実施例および比較例で得られた偏光子について、フーリエ変換赤外分光光度計（ＦＴＩ
Ｒ）（Ｐｅｒｋｉｎ　Ｅｌｍｅｒ社製、商品名「ＳＰＥＣＴＲＵＭ２０００」）を用いて
、偏光を測定光とする全反射減衰分光（ＡＴＲ）測定によりホウ酸ピーク（６６５ｃｍ－

１）の強度および参照ピーク（２９４１ｃｍ－１）の強度を測定した。得られたホウ酸ピ
ーク強度および参照ピーク強度からホウ酸量指数を下記式により算出し、さらに、算出し
たホウ酸量指数から下記式によりホウ酸含有量（重量％）を決定した。
　（ホウ酸量指数）＝（ホウ酸ピーク６６５ｃｍ－１の強度）／（参照ピーク２９４１ｃ
ｍ－１の強度）
　（ホウ酸含有量（重量％））＝（ホウ酸量指数）×５．５４＋４．１
【０２０６】
　＜８０℃における圧縮弾性率の測定＞
　圧縮弾性率の測定にはＴＩ９００　ＴｒｉｂｏＩｎｄｅｎｔｅｒ（Ｈｙｓｉｔｒｏｎ社
製）を使用した。得られた透明樹脂層付き片保護偏光フィルム１１を１０ｍｍ×１０ｍｍ
のサイズに裁断しＴｒｉｂｏＩｎｄｅｎｔｅｒ備付の支持体に固定し、ナノインデンテー
ション法により圧縮弾性率の測定を行った。その際、使用圧子が透明樹脂層の中心部付近
を押し込むように位置を調整した。測定条件を以下に示す。
　使用圧子：Ｂｅｒｋｏｖｉｃｈ（三角錐型）
　測定方法：単一押し込み測定
　測定温度：８０℃
　押し込み深さ設定：１００ｎｍ
【０２０７】
　＜貯蔵弾性率の測定＞
　２３℃における貯蔵弾性率は、レオメトリック社製の粘弾性スペクトロメータ（商品名
：ＲＳＡ－ＩＩ）を用いて行った。測定条件は、周波数１Ｈｚ、サンプル厚２ｍｍ、圧着
加重１００ｇ、昇温速度５℃／ｍｉｎでの－５０℃～２００℃の範囲に於ける、２３℃で
の測定値とした。
【０２０８】
　＜ナノスリットの発生抑制：ギターピック試験＞
　得られた粘着剤層付偏光フィルムを、５０ｍｍ×１５０ｍｍのサイズ（吸収軸方向が５
０ｍｍ）に裁断したものをサンプル１１とした。サンプル１１は、透明保護フィルム２の
側に、下記方法で作製した表面保護フィルム６を貼り合わせて用いた。
【０２０９】
（試験用の表面保護フィルム）
　１９０℃におけるメルトフローレートが２．０ｇ／１０ｍｉｎである密度０．９２４ｇ
／ｃｍ３の低密度ポリエチレンから成る基材成形材料を共押出用インフレーション成形機
に供給した。
　同時に２３０℃におけるメルトフローレートが１０．０ｇ／１０ｍｉｎである密度０．
８６ｇ／ｃｍ３のプロピレン－ブテン共重合体（質量比でプロピレン：ブテン＝８５：１
５、アタクチック構造）から成る粘着成形材料とをダイス温度が２２０℃であるインフレ
ーション成形機に供給して共押出成形を行った。
　これにより、厚み３３μｍの基材層と厚み５μｍの粘着剤層とから成る表面保護フィル
ムを製造した。
【０２１０】
　次に、図５（Ａ）の概念図、図５（Ｂ）の断面図に示すように、当該サンプルから離型
シート（セパレータ）を剥離し、露出した粘着剤層４を介してガラス板２０上に貼り付け
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た。次いで、サンプル１１（表面保護フィルム６側）の中央部に対して、ギターピック（
ＨＩＳＴＯＲＹ社製、型番「ＨＰ２Ｈ（ＨＡＲＤ）」）により荷重２００ｇを掛けて、サ
ンプル１１における偏光子１の吸収軸に直交する方向に１００ｍｍの距離に５０往復の荷
重負荷を繰り返した。前記荷重負荷は、１箇所で行った。
　次いで、サンプル１１を８０℃の環境下に１時間放置した後に、下記の基準により、サ
ンプル１１の光抜けのクラックの有無を確認した。
　◎：発生なし。
　〇：１～５個。
　△：６～２０個。
　×：２１個以上。
【０２１１】
　図６は、片保護偏光フィルム１０または透明樹脂層付の片保護偏光フィルム１１のギタ
ーピック試験における光抜けのクラック（ナノスリットａ）の確認の下記指標となるもの
であり、偏光フィルム表面の顕微鏡の写真の一例である。図６（Ａ）では、ナノスリット
ａによる光抜けのクラックは確認されていない。図６（Ａ）のような状態は、比較例のギ
ターピック試験の加熱前、実施例のロックンロール試験の加熱後（拡張抑制効果があるた
め、ナノスリットが光抜けしない）が該当する。一方、図６（Ｂ）は、加熱によってナノ
スリットａによる光抜けのクラックが偏光子の吸収軸方向に３個発生している場合である
。図６（Ｂ）のような状態は、比較例のギターピック試験の加熱後が該当する。図６は、
ナノスリットが発生しているサンプルを微分干渉顕微鏡にて観察を行った。サンプルを撮
影する際に、ナノスリットが発生しているサンプルの下側（透過光源側）にナノスリット
が発生していないサンプルをクロスニコルになるようにセットして透過光にて観察を行っ
た。
【０２１２】
　＜貫通クラックの確認：ヒートショック試験＞
　得られた粘着剤層付偏光フィルムを、５０ｍｍ×１５０ｍｍ（吸収軸方向が５０ｍｍ）
と１５０ｍｍ×５０ｍｍ（吸収軸方向が１５０ｍｍ）に裁断し、０．５ｍｍ厚の無アルカ
リガラスの両面にクロスニコルの方向に貼り合せてサンプルを作成した。当該サンプルを
、－４０～８５℃のヒートショックを各３０分間×３００回の環境下に投入した後に、取
り出して粘着剤層付偏光フィルムに貫通クラック（本数）が発生しているか否かを目視に
て確認した。この試験を５回行った。評価はクラックの発生した枚数について、下記に従
って評価した。
　◎：０枚。
　〇：１枚。
　△：２枚。
　×：３枚以上。
【０２１３】
　図７は、片保護偏光フィルム１０または透明樹脂層付の片保護偏光フィルム１１の貫通
クラックｂの確認の指標となるものであり、偏光フィルム表面の顕微鏡の写真の一例であ
る。図７は、貫通クラックが発生しているサンプルを微分干渉顕微鏡にて観察を行った。
【０２１４】
　＜カール量＞
　得られた粘着剤層付偏光フィルムからセパレータを剥離した後、粘着剤層面を上に向け
た状態で２３℃、５５％Ｒ．Ｈ．の条件下で３０日放置した後のカール高さ（ｍｍ）を測
定して下記基準で評価した。
　◎：０～５ｍｍ。
　〇：５ｍｍ超～１０ｍｍ。
　△：１０ｍｍ超～３０ｍｍ。
　×：３０ｍｍ超。
【０２１５】
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【表２】

【０２１６】



(41) JP 6931518 B2 2021.9.8

10

20

30

40

50

　なお、比較例４、５のように、単体透過率Ｔ及び偏光度Ｐによって表される光学特性が
、下記式、Ｐ＞－（１００．９２９Ｔ－４２．４－１）×１００（ただし、Ｔ＜４２．３
）、又は、Ｐ≧９９．９（ただし、Ｔ≧４２．３）の条件を満足しないような場合には、
本願の課題（貫通クラックおよびナノスリットの発生）は生じなかった。
【０２１７】
　実施例２９
　片保護偏光フィルムとして長尺状のものを用いたこと、形成材をマイクログラビアコー
ターを用いて塗工したこと、上記の離型シート（セパレータ）及び下記の表面保護フィル
ムとして長尺状のものを用いたこと以外は、実施例１と同様である。これにより、透明樹
脂層側にセパレータ及び透明保護フィルム側に表面保護フィルムが積層された透明樹脂層
付片保護偏光フィルム（図２（Ａ）に記載された態様）の巻回体を作製した。なお、透明
樹脂層付片保護偏光フィルムの巻回体は、透明樹脂層付片保護偏光フィルムの連続搬送に
より切断を進行させるスリット加工によって、３２インチ無アルカリガラスの短辺及び長
辺に各々対応する幅のものをセットとして準備した。
【０２１８】
（ロール・トゥ・パネル用表面保護フィルム）
　帯電防止処理層付きポリエチレンテレフタレートフィルム（商品名：ダイアホイルＴ１
００Ｇ３８、三菱樹脂社製、厚さ３８μｍ）の帯電防止処理面とは反対の面にアクリル系
粘着剤を厚さが１５μｍとなるように塗布形成し、表面保護フィルムを得た。
【０２１９】
　次に、図８に示すようなロール・トゥ・パネル方式の連続製造システムを使用し、透明
樹脂層付片保護偏光フィルムの巻回体のセットから連続的に供給された透明樹脂層付片保
護偏光フィルムを０．５ｍｍ厚の３２インチ無アルカリガラス１００枚の両面にクロスニ
コルの関係になるように連続的に貼り合せた。
【０２２０】
　実施例３０、３１
　各々、実施例２、３と同様の製法にて、透明樹脂層付片保護偏光フィルムを作製したこ
と以外は、実施例２９と同様である。
【０２２１】
　＜ナノスリットの発生確認：加熱試験＞
　透明樹脂層付片保護偏光フィルムが両面に貼り合わされた無アルカリガラス１００枚を
８０℃のオーブンに２４時間投入し、その後目視にてナノスリットの発生の有無を確認し
た。実施例２８～３０のいずれにおいても、ナノスリットによる欠陥（光抜け）の発生は
見られなかった。
【符号の説明】
【０２２２】
　　１　　　偏光子
　　２　　　保護フィルム
　　３　　　透明樹脂層
　　４　　　粘着剤層
　　５、５ａ、５ｂ　　　セパレータ
　　６、６ａ、６ｂ　　　表面保護フィルム
　　１０　　　片保護偏光フィルム
　　１１　　　片保護偏光フィルム（透明樹脂層付）
　　１２　　　粘着剤層付偏光フィルム
　　２０ａ、２０ｂ　　　粘着剤層付偏光フィルムの巻回体（ロール）
　　２１ａ、２１ｂ　　　粘着剤層付偏光フィルム（表面保護フィルム付）
　　１００　　　画像表示装置の連続製造システム
　　１０１ａ、１０１ｂ　　偏光フィルム供給部
　　１５１ａ、１５１ｂ　　繰出部
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　　１５２ａ、１５２ｂ　　切断部
　　１５３ａ、１５３ｂ　　剥離部
　　１５４ａ、１５４ｂ　　巻取部
　　２０１ａ、２０１ｂ　　貼合部
　　３００　　　配置入替部
　　Ｐ　　　画像表示パネル
　　Ｘ　　　画像表示パネルの搬送部
 
 

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】
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